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ま え が き 
 

近年のグローバル化により労働問題が共通化する中、労働政策の企画立案においても労働

に関する国際比較研究の重要性が増している。労働政策研究・研修機構（JILPT）は、主要

国及びアジア諸国の研究者が参加し、各国に共通する政策課題について比較検討を行う「国

際比較労働政策セミナー」を 2017 年 3 月から実施している。今年度は「デジタル時代にお

ける仕事の世界の変容―新しい働き方と労働政策の役割―」をテーマに第 4 回セミナーを

2020 年 11 月 9 日にオンライン形式で開催した。 
 第四次産業革命と呼ばれるデジタル技術革新が世界的に急速に進展し、インターネット・

プラットフォームやシェアリング・エコノミーなどの新しいビジネスモデルが次々誕生して

いる。 
AI 等（AI、IoT、ビッグデータ、ロボット等）の新技術の積極的な活用は、労働生産性を

向上させ、経済成長を支える基盤となることが期待される。他方、AI 等の活用は、これに代

替される仕事の減少をもたらす可能性がある。また、個々の労働者がタスクの変化に伴い必

要となるスキルアップやキャリアチェンジにどのように対応していくのか、といった新たな

課題も生じている。 
働き方の面では、インターネット・プラットフォームを介して仕事の委託を受けるクラウ

ドワークなどの自営的就労が拡大し、雇用契約によらない仕事の機会が増加している。自営

型（非雇用型）テレワークやフリーランスなど、「雇用」と「自営」の中間的な働き方をする

者は、労働者性が認められず、基本的に労働関係法令等の保護の対象とはならない。しかし、

情報の質・量や交渉力の格差から不本意な契約を受入れざるを得ない状態にある者もいる。

こうした自営業者であって、労働者と類似した働き方に従事する者を労働政策上どのように

保護していくかが重要な課題となっている。 
今年度の国際比較労働政策セミナーは、デジタル化の進展と雇用・労働への影響、デジタ

ル化に対応した労働法政策に関し、各国における現状と課題を比較検討し、今後の労働政策

の方向性について議論した。 
本報告書は、セミナーでの基調講演、研究報告、討論の概容を収録したものである。本報

告書が今後の労働政策研究の一助となれば幸いである。 
 
2021 年 3 月 
 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
理 事 長  樋 口 美 雄 
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【開会挨拶】 

樋口美雄 労働政策研究・研修機構  理事長 

皆様、こんにちは。お集まりいただきありがとうございます。ステイン・ブロッケ博士、

ジュゼッペ・カッサーレ博士、荒木尚志教授、森戸英幸教授、神吉知郁子准教授、ありがと

うございます。参加者の皆様、労働政策研究・研修機構（JILPT）のセミナーにようこそ。

JILPT 理事長の樋口美雄でございます。本日、国際比較労働政策セミナーをこうしてオンラ

インで開催することができ、大変うれしく思っております。新型コロナウイルス感染症の世

界的蔓延の影響でセミナーは延期されていました。当初の計画どおり論文を提出し、このセ

ミナーにご参加くださるアジア太平洋地域の 10 名の研究者の皆様に心より感謝申し上げま

す。

本セミナーは、2017 年より実施しています。このセミナーの目的は、主要国及びアジア太

平洋地域の研究者が各国に共通する政策課題について議論し、各国の経験や分析結果を今後

の政策に活かすための出会いの場を提供することです。今回のセミナーは、「デジタル時代に

おける仕事の世界の変容―新しい働き方と労働政策の役割―」をテーマに開催することとし

ました。

第四次産業革命と呼ばれるデジタル技術革新が急速に進展する中、世界中で新しいビジネ

スモデルが誕生しています。インターネット・プラットフォームやシェアリング・エコノミ

ーなどです。AI、IoT、ビッグデータ、ロボット工学等の新技術の導入は、労働生産性を向上

させ経済成長を支える基盤となること、また、人々のウェルビーイングを高めることが期待

されています。その一方で、仕事の喪失や所得の低下を余儀なくされる人々を増やすことが

懸念されています。さらに、AI 技術は、インターネット・プラットフォームを介して仕事の

委託を受ける雇用形態の仕事を拡大させ、雇用契約によらない仕事の機会を拡大していくこ

とも予想されています。

その結果、独立自営業者やフリーランスなど、「雇用」と「自営」の中間的な働き方をする

者は、労働者性が認められない可能性があり、その場合、基本的に労働関係法令等の保護の

対象とならないまま放置されることになりかねません。こうした人々を労働政策上どのよう

に保護していくかが重要な課題となっています。日本では、「人々のウェルビーイングを高め

るための技術革新戦略」が、省庁や民間研究機関、研究者において議論になっており、JILPT
も、技術革新の進展と雇用・労働への影響に関する研究を継続的に実施しています。

このセミナーが、デジタル化の進展と雇用・労働への影響に関する各国・地域の現状や政

策対応について比較検討する貴重な機会となり、今後の労働政策に関する議論を促進するこ

とを祈念して、開会の挨拶とさせていただきます。
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【基調講演】 

 

ステイン・ブロッケ OECD 雇用・労働・社会問題局  シニア・エコノミスト 

 
こんにちは。この度はこの興味深いセミナーにお招きいただきありがとうございます。こ

の講演をバーチャルで行わなければならないのは残念です。対面でお話しできればよかった

のですが、遠からずまたそうできるようになることを願っております。ステイン・ブロッケ

と申します。OECD のシニア・エコノミストで、OECD の「仕事の未来」イニシアチブのリ

ーダーを務めています。本日の講演では、OECD 加盟国の多くの政策立案者の懸念対象にな

っている特定の種類の労働者についてお話ししたいと思います。この人たちは主にプラット

フォーム労働者なのですが、課題はプラットフォーム労働者にとどまらず、従来型の自己採

算労働者にも及んでいることを論じたいと思います。 
これから課題をいくつか取り上げてお話ししますが、私の講演で注目していただきたい重

要なポイントは、こうした労働者の多くが、対処を要する脆弱性にさらされているというこ

とです。この脆弱性への対処方法は、根本的問題が何であるかによって異なります。これら

の問題を熟慮し、その結果どのような政策対応が正しいのか、適切なのか、見出す枠組みを

提示していきたいと思います。多くの政策立案者が、プラットフォーム経済、プラットフォ

ーム労働の台頭を懸念しています。プラットフォーム労働では、タスクの需要と供給を仲介

するプラットフォームが介在し、企業を含めた消費者とサービスを提供する労働者を直接つ

ないでいます。 
ここで重要なのは、多くの場合こうした労働者は雇用契約を結んでいないということです。

雇用契約がありません。こうしたプラットフォーム労働者は自営業であることが多く、自営

業であるがゆえに、労働者と同じ権利や保護を受けていません。これについては次のスライ

ドでお話しますが、その前に、従来型の自己採算労働者も過去に同様の課題に直面してきま

したし、現在もこうした問題に直面していることを指摘しておきたいと思います。国によっ

ては、ウーバーの登場前からタクシー運転手がこうした状況に置かれていますし、建設労働

者やトラック運転手、美容師なども、多くの場合自己採算労働者であり、プラットフォーム

労働者と同様の課題に直面しています。ですから、これからお話しする問題は、プラットフ

ォーム経済だけにとどまるものではありません。 
今お話したように、大半のプラットフォーム労働者とより広範なこうした自己採算労働者

の一部は自営業者であり、自営業であるために、労働者と同じ権利や保護を享受することが

できません。例をいくつか挙げてみます。プラットフォーム労働者は、非常に多くの場合、

プラットフォームから簡単に解雇され、活動を停止させられる可能性があります。保護して

くれる雇用保護法はありません。また、たいていは、タスクをこなし、それに対してタスク
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ベースで報酬が支払われます。ですから、労働者とは異なり、最低賃金は適用されません。

同様に、労働時間の上限や休日の日数を定める労働時間規制もありません。 
社会的保護についてお話ししましょう。養育手当のような普遍的給付は受給できるかもし

れません。労働者と同じ年金ではないとしても、なんらかの年金も受け取れるかもしれませ

ん。しかし、多くの場合、失業保険はなく、おそらく事故や病気、障害の保障もないでしょ

う。その上、自営業ですから、事業とみなされます。団結し、賃金と労働条件の改善を求め

て団体交渉をすることは競争法で認められていませんし、多くの場合、政府が提供する職業

訓練プログラムを受けることもできないでしょう。このように、こうした労働者が得られる

保護や権利には多くの格差が存在します。コロナ危機でこうした労働者が大打撃を受けるの

を目の当たりにしてきました。明らかに格差があるのです。この危機の間、こうした労働者

の保護を改善するために政府は緊急対策を講じようとしてきました。しかし、こうした格差

はコロナ危機の前から顕在していました。 
冒頭で申し上げたように、脆弱な労働者、脆弱な自己採算労働者がいるのですが、どう対

処したらよいかは、根本的問題が何であるかによって異なります。考えられる脆弱性の原因

の一つは、単に、こうした労働者の分類が間違っているということです。現在こうした労働

者は自営業者として労働に従事しており、自営業者に分類されていますが、雇用関係の実態

を見れば、実際には使用者と労働者の関係です。現在大半の国には労働者を分類する基準が

ありますが、労働者とその使用者がこの基準を意識していないだけなのかもしれません。で

すから、これは単なる誤りにすぎないのかもしれず、そうであるならば、労働者と使用者に

基準をよく説明し、労働者がもっとよく理解できるようにすることで対処できる可能性があ

ります。 
しかし、規制を避けるために労働者が意図的に誤分類されている可能性もあります。その

ような場合には、政府にも打つ手があります。労働者がより簡単に、より少ない費用で雇用

関係の訴えをできるようにすることができます。例えば、裁判費用の引き下げなどです。ま

た、分類が間違っている場合に労働組合が裁判を起こせるようにすることによって、労働者

が雇用関係に異議を唱え易くすることもできます。誤分類の事案を容易に発見できるよう、

労働検査官制度を強化することもできます。国によっては、労働者自身による分類や使用者

による労働者の分類を誤らせる財政的インセンティブがあります。そのような場合には、こ

の財政的インセンティブに、分類という観点で取り組む必要があります。 
例を挙げますと、OECD で調査を実施し、さまざまな形態の雇用に応じて支払うべき税金

と社会保障費を調べました。この図では、労働者と比較しています。労働者は赤いダイヤで

示しています。これは労働者の場合に使用者と労働者が支払う税金と社会保険料で、これを

さまざまな形態の自営を表す青い点と比較しています。ほとんどの国で、税金や社会保障費

はどの雇用形態でもほぼ同じであることがわかります。ですから、誤った分類をするインセ

ンティブはありません。しかし、それ以外のオランダやイギリスのような国では、誤分類の
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インセンティブが非常にはっきり現れており、実際、こうした国では自営や偽装自営が急増

しています。 
第一の問題は誤分類です。労働者が利用できるはずの権利や保護を明らかに奪われている

事案です。第二の問題は、分類が容易ではなく、今後も簡単に分類できるようにはならない

労働者の事案があります。OECD では「グレーゾーン」と呼んでいます。労働者の分類基準

を見てみると、こうした労働者は、労働者の基準のいくつかには当てはまるものの、すべて

の基準に当てはまるわけではありません。そのため自営業に分類されています。これはおそ

らく間違った分類ではないと思いますが、自営業者の特徴を持ちながら、労働者の脆弱性も

併せ持ち、こうした脆弱性ゆえに、自営業であるがゆえに、いかなる保護の権利もありませ

ん。そこで OECD では、こうした労働者の保護の改善の必要性を主張してきました。そのた

めにはどうすればよいでしょうか。 
第一のステップは、グレーゾーンの労働者とはどういう人たちなのかを明らかにすること

です。それにはさまざまな方法があります。例えば、特定の職業、ごく限定した職業に焦点

を絞って、こうした労働者に権利や保護を拡大してきた国があります。また、イギリスなど

のように、「労働者カテゴリー」といった定義が曖昧な中間的カテゴリーが設けられている国

もあれば、従属、経済的従属自営業と呼ばれるグループに焦点を絞ってきた国もあります。

こうした人たちは、収入のほとんどを唯一の顧客に依存している自己採算労働者です。脆弱

性の原因は既におわかりでしょう。唯一の顧客に依存していることです。彼らは雇用保護を

受けられません。ですから、もし顧客がその関係を停止すれば、間違いなく無収入になりま

す。いつでもそうなる可能性があり、失業保険もありません。 
OECD 加盟国では、自己採算労働者の約 15％が経済的従属自己採算労働者であると推測

されています。ですから、OECD では、権利と保護をこうした労働者に拡大すべきだと主張

しています。第一のステップは、今お話したように、こうした労働者はどういう人たちなの

か、特定の職業なのか、より広範な中間的カテゴリーなのか、あるいは経済的従属性のある

自営業者なのかを明らかにすることです。第二のステップは、こうした労働者にどのような

権利や保護を拡大するのかを決定することです。これも常に簡単に決められるわけではあり

ません。すべての権利や保護を拡大すればよいわけではないでしょうし、こうした労働者に

どの権利と保護の適用を拡大するのか、その選択の方が難しいかもしれません。 
一部の国ではこうした労働者に団体交渉権を拡大していますし、年金の適用範囲を拡大し

た国もあります。最低賃金の適用の拡大はこれよりも難しいかもしれません。既にご説明し

たように、通常、こうした労働者にはタスクベースで報酬が支払われていますので、そのタ

スクの継続時間、支払われるべき報酬額の決定は複雑で、不可能ではないにしろ、簡単では

ありません。グレーゾーンの労働者の保護改善の第三のステップは、拡大しようとする特定

の権利や保護について、誰が使用者なのかを特定することかもしれません。例を挙げてみま

す。 
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プラットフォーム労働者に団体交渉権の適用を拡大する場合、誰と交渉するのかを決めな

ければなりません。団体交渉の相手は誰なのでしょうか。プラットフォームを介した何十万

人もの顧客なのか、それともプラットフォーム自体なのでしょうか。プラットフォームは単

なる仲介者であることが多いのですが、目的によってはプラットフォームを使用者に分類す

る必要があるかもしれません。これがグレーゾーンへの対処方法です。誤分類についてお話

ししました。グレーゾーンについてお話ししましたが、脆弱性には第三の原因があります。

それは労働者が選べる外部選択肢が非常に少ないという状況があることです。多くの労働者

に対して使用者がわずかしかいない状況を想像してみてください。労働者は他で働く選択肢

が少ないため、使用者の元に行って交渉のテーブルにつき、労働条件を改善してくれないな

ら、昇給してくれないなら、ここを辞めて他に移りますと簡単に言うことはできません。そ

のような選択肢はないのです。 
交渉力は不均衡です。この状態は専門用語で「モノプソニー（買い手独占）」と呼ばれてお

り、使用者がモノプソニー状態に乗じて、賃金を引き下げたり、完全競争状態の市場での通

常の労働条件より悪い条件を提示したりする可能性があります。こうした状況は、プラット

フォーム労働者や他の自己採算労働者の場合、さらに悪くなることが多いです。このような

労働者は団体交渉権を持たないからです。釣り合った交渉力を持つことができないのです。

モノプソニー状態が脆弱性の原因であるならば、これを解決する必要があります。これは誤

分類の問題ではありません。グレーゾーンに該当するかどうかという問題ではないのです。

明らかに自営業者と言えるにもかかわらず、モノプソニー状態に直面する可能性があるので

す。 
では、このような状況ではどうすればよいのでしょうか。一つの方法として、こうした労

働者に団体交渉権を与えることができます。この方法は多くの国で行われてきました。団体

交渉権を与えるのは必ずしも簡単ではありません。競争政策に反するからです。しかし、そ

うならない場合も見出すことができるかもしれません。交渉力を強化できるのです。それが

一つの方法です。もう一つの方法は、労働市場規制によってモノプソニーの弊害を取り除く

ことです。その古典的な例が最低賃金です。多くの場合、最低賃金は雇用にほとんど影響を

及ぼしていません。なぜでしょうか。それは、こうした労働者がモノプソニー状態にあるこ

とが多いからです。つまり、賃金は完全競争環境であるべき水準を下回っており、おそらく

雇用は本来あるべき水準を下回っています。ですから、最低賃金を導入すれば、雇用まで増

えるかもしれません。規制により、モノプソニーの弊害に対処することができるのです。 
そして三つ目の方法として、当然ながら直接的な対処が可能です。プラットフォームにお

ける事例を挙げると、プラットフォーム労働者には多くの場合、非競争条項が適用されてい

ます。プラットフォーム労働者は他のプラットフォームのために働くことが認められていま

せん。これは明らかに反競争的であり、対処が可能です。情報の非対称性という問題もあり

ます。多くの場合、プラットフォームが持つ情報は労働者が持つ情報を上回っています。例

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－8－ 

 

えば、特定のタスクでのプラットフォーム労働者の実質収入についてです。こうした情報の

非対称性は至るところで見られる可能性があり、労働者が、外部選択肢とそのプラットフォ

ームでの収入を比較するのは困難です。 
情報の改善も、労働者とプラットフォームの間のパワーバランスの改善に役立ち得るもの

です。そこで最後ですが、労働市場の機能を改善すること、労働市場の流動性を改善するこ

とで、モノプソニーに対処することができます。もう一つの方法は、言うまでもなく、訓練

とスキルへの投資によって労働者が別の仕事を見つけられるようにすることです。以上が私

の研究報告です。 
私の主張の要点をまとめます。多くのプラットフォーム労働者とより広範な自己採算労働

者が脆弱性にさらされており、こうした労働者の保護を改善するために何か手を打つ必要が

あります。何をするかは、脆弱性の根本的原因によって異なります。 
考えられる脆弱性の三つの原因を特定しました。一つ目は誤分類。二つ目はグレーゾーン

の労働者、そして三つ目はモノプソニー状態です。脆弱性への対処方法は、根本的原因が何

であるかによって異なります。もちろん、この三つは相互に排斥しあうものではないかもし

れません。労働者に強力な交渉力がないために誤って分類される可能性があることや、労働

者がグレーゾーンにいてモノプソニー状態にあるという状況を想像することができます。と

は言え、政策という視点から決定を下す前に、根本的な問題が何であるかを正しく理解する

ことが非常に重要です。ですから、この問題を考える上でこの枠組みが参考になればと思い

ます。 
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ジュゼッペ・カッサーレ 国際労働法社会保障法学会（ISLSSL）事務局長 

 
皆様、おはようございます。この第 4 回東京国際比較労働政策セミナーにお招きいただき、

改めてお礼を申し上げます。とりわけ、このセミナーを開催するために多大なご尽力をされ

たチームの皆様に心から感謝いたします。ご想像いただけると思いますが、本日皆様と同じ

会場に集うことができずに本当にがっかりしています。残念ながら、まだ新型コロナウイル

ス感染症対策による移動制限の下での生活ですが、今こうしてデジタル機器を駆使し、この

デジタル変革を最大限に活用しようとしています。 
実際、本日のテーマは今後数十年にわたり私たちとともにあるものであり、非常に重要な

テーマを選ばれたと思います。このテーマは、デジタル時代の仕事の世界の変化に関連し、

特に、新しい働き方と労働政策の役割に目を向けるものだからです。ご想像どおり、15 分で

はそれほど詳細にお話することはできません。そこで、本日は、この講演の中で重要なメッ

セージを三つか四つお伝えしたいと思います。 
取り上げる範囲を以前論文で取り上げたことがあるものに限定しました。それは、デジタ

ル・プラットフォームと労働法、特に国内労働法の適用との関係でした。私はこの関係を比

較という観点で分析し、その分析から共通する傾向が見られることを確認しようとしました。

大きな変革、とりわけ、おそらく皆さんの方がよくご存知のように、新型コロナウイルス感

染拡大で加速された変革の一つ、それは今日の仕事の世界の特徴がこのデジタル時代にある

ということです。特に、今日デジタル・プラットフォームは、イノベーションと経済成長の

潜在的に重要な牽引力とみなされています。アマゾンやグーグルの億万長者たちが今後数十

年にわたり君臨するのは明らかです。 
しかし、労働法に関して、デジタル・プラットフォームは、デジタル・プラットフォーム

で働く労働者にどのように資格を与えるべきかという問題を提起しました。ILO は 2017 年

末、2018 年初頭に既に調査を実施し、労働者の予備的な分類といったものを示そうとしてき

ましたが、こうした分析をしてもなお、まだ大きな問題が残っています。高度な資格を持っ

た専門職や事務職の労働者であるかどうかにかかわらず、すべての労働者が、ディーセント

ワークと定義されるものを享受できるようにするにはどうしたらよいのかという問題です。

つまり、プラットフォームは、既に多くの国で労働法適用の転換点となったものであると同

時に、同じカテゴリーの労働者に同じルールが差別的適用されるという点で多くの問題を提

起しているのです。 
予測してみましょう。世界中の何百万人もの労働者について、最近読んだところによると、

少なくとも 2020 年末までに、米国だけで労働人口の半分以上がデジタルワークに従事し、

情報格差に陥ることになるとのことです。つまり、デジタル・プラットフォームは新しい現

象になったのです。デジタル・プラットフォームの定義についてはここでは触れません。お

そらく、定義は存在しないからです。デジタル・プラットフォームを定義しようとする試み
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は幾度かありました。しかし、私たちの研究によれば、デジタル・プラットフォームには多

様なものが含まれていると言えます。例えば、検索エンジン、ソーシャルメディア、e コマ

ースプラットフォーム、アプリストア、価格比較サイト、ネットワークなどです。 
私たち労働問題専門の法律研究者にとって本当に重要なのは、職場で差別が行われないよ

うにするために、雇用法、労働法をいつ、どのように適用するかということです。もちろん、

この分野でもこれが重要で、特に、デジタル・プラットフォームというこの進化し続ける業

界で、最低限の労働条件が守られるようにするにはどうすればよいかということです。法的

な観点からは、一般に、オンラインのプラットフォーム企業はさまざまな理由から規制が困

難であることがわかっています。なんといっても、こうした企業は刻々と変化しているので

す。国会議員や行政官がデジタル・プラットフォームに適用するルールを見つけようとする

とき、デジタル・プラットフォームは既に変化してしまっています。適用することが決まっ

た労働法を適用しようとするその時には、もう適用できなくなってしまっています。ですか

ら、規制が困難な一つ目の理由は変化、この現象の絶え間ない変化です。 
二つ目は抵抗です。このデジタル・プラットフォームによる一貫した抵抗です。特に一般

的な労働法を適用しようとする人たちに対するデジタル・プラットフォーム側からの批判の

中に、デジタル・プラットフォームは従来型の企業ではないというものがあります。原則と

して従来型の企業に適用しようとしていたものを我々に適用することなどできないというこ

となのです。この言い分には真実の部分もありますが、この場合の主な問題は何なのでしょ

うか。 
主な問題は、ここでも雇用関係の適用の基準です。なぜなら、このデジタル・プラットフ

ォームという新しい世界の働き手のほとんどが独立請負人と考えられているからです。しか

し、少し目を凝らせば、それは真実ではないことがわかります。実はこの人たちは、企業の

他の労働者と同じように従属的労働者なのです。違うのは、これがデジタル・プラットフォ

ーム企業と呼ばれている点です。従来の意味では、こうした企業をサービス志向企業、事業

会社と呼んでいました。ですから、ここでも雇用関係が鍵を握っているのです。 
このセミナーの参加者の皆様には、2006 年に ILO が雇用関係に関する勧告第 198 号を採

択したことを思い出していただきたいのです。これは、真の自律的労働者であるのかどうか、

独立型労働者であるのかどうかを認識するためにどのような基準を適用すべきか、ILO のさ

まざまな加盟国に国際法を浸透させようというものです。デジタル・プラットフォームと雇

用関係が労働法適用の核心であることに変わりはありません。本日お集まりの労働法研究者

に申し上げたいのは、デジタル・プラットフォームの場合、階層的な従来型の労働法の適用

は非常に困難だということです。これについては特に、シナリオが異なり、今よりも工業志

向であった 80 年代と 90 年代に調査が行われました。 
しかし、オンライン上のプラットフォーム上でも三者関係があるという考えは、従属とい

う基準を適用できることを確認しています。この変化し続けている現象にも適用できる選択
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肢がいくつかあります。例えば、既存の規制をオンライン・プラットフォーム労働に適用す

る、または拡大適用することです。これは、各国法によって雇用関係基準の解釈を拡大する

ことによって実施することができます。 
もう一つのアプローチは、労働者のうち特定のカテゴリーの労働者には特別な保護が必要

であり、デジタル・プラットフォーム労働者は、別の法律の適用を受けることができるとい

うことを選択し、決定するというものです。第三のアプローチは、英国や最近ではイタリア

でも採用されている方法ですが、デジタル・プラットフォームで働く労働者は、雇用契約が

どのようなものであろうと、従属しているとみなされるべきだと考えることです。なぜこの

ようなことを言うのかというと、特に 2019 年の ILO 創立 100 周年記念宣言は、すべての権

利が認められるべきであること。それも、雇用契約がどのようなものであっても、すべての

労働者に関してすべての権利が認められるべきであることを明確に述べているからです。重

要なのは契約の名称ではなくその内容であり、その契約に従い労働者が遂行する仕事だから

です。 
政策の選択肢はそこにあります。一部の国々では、明確な法律の規定がない場合には常に

判例が採用されてきました。司法機関、法廷、裁判官が労働法の適用の解釈を助けてきまし

たが、いくつかの法的枠組みには非常に多くのグレーゾーンがあり、今でも適用の是非を巡

って激しい議論が絶えません。最後に重要なことを申し添えますと、ILO は最近「十戒」の

ようなものを発行しました。特に一部の政策オプションの採用に関して加盟国が適用すべき

ガイドラインという意味合いのものです。 
その中で ILO は、例えば、加盟国に対して、雇用の誤分類に取り組み、こうした労働者に

も結社の自由と自らの労働条件を決定するための団体交渉の権利を可能な限り導入するよう

に努めること、特に、どのような状況で働くことになるのかについて労働者に情報を提供す

ることを求めています。私が特に思い浮かべるのは、プラットフォームにサービスの提供を

求めたときにはいつでも、有名なピザやラザニアを届けてくれる自転車配達員です。最低賃

金が定められている場合に、この労働者がその適用から差別的に排除されないよう保証する

こと。最低賃金はこうした労働者にも適用されるべきです。労働者が自分たちの懸念を、デ

ジタル・プラットフォームのいわゆる使用者だけでなく、デジタル・プラットフォームの背

後の種々の団体にも提起することができるようにし、特に、こうした労働者や専門職とは言

えない人たちに対して労働条件が差別的に適用されないようにすることです。エッセンシャ

ル・ワーカーは主に女性や出稼ぎ労働者であり、残念ながら社会の弱者に当たる人々なので

す。 
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荒木尚志 東京大学大学院 教授 

 
東京大学で労働法を担当している荒木尚志です。今回も、OECD のブロッケ博士、そして

私の親しい友人である国際労働法社会保障法学会（ISLSSL）事務局長のジュゼッペ・カッサ

ーレ博士と共に、東京セミナーに基調講演者として参加できたことを大変光栄に思います。

ただ今、お二人の素晴らしい講演を拝聴したところですが、私は法律学の立場からデジタル

化時代の労働法政策に焦点を当ててみたいと思います。スライドをご覧ください。 
デジタル化やデジタル経済は新しい仕事の形をもたらしました。一般に、プラットフォー

ムワークは、二つのタイプに分けることができます。一つはクラウドワークです。クラウド

ワークでは、すべての活動はオンライン、すなわちコンピューター上で完結します。もう一

つのタイプは、アプリを介したオンデマンド労働です。ご覧のとおり、これはウーバーイー

ツの自転車配達員やウーバーのドライバーです。こうしたドライバーは、食品の配達や移動

手段の提供といった従来からある仕事・役務を提供しています。この新しい働き方を通して

可能になったのは、使用者やユーザーにとっての柔軟性、すなわちジャストインタイムの労

働力が利用可能になり、彼らにとっては非常に便利な仕組みです。 
しかし、労働者にとってはどうでしょうか。良い点もあれば悪い点もあります。良い点と

しては、労働者が自律性を享受することができることです。つまり、いつ、どこで、どのく

らいの時間働くかを選択する自由があります。そのため、ワーク・ライフ・バランスを確保

することができ、収入獲得の機会を増やすこともできます。これは非常に良いことです。し

かし、その反面、非常に悪い面もあります。仕事の不安定さ、低額で不安定な収入、職業上

の社会的孤立、非常に大きなストレス、労働の厳しさ、プライバシーの侵害、労働者代表や

信頼できる紛争解決システムの欠如などです。これらの欠点はすべて、こうした労務提供者

が、時間、場所、働き方などについて指揮命令下にないという理由で、労働者とはみなされ

ないことから生じています。 
従来の労働者の概念に照らすと、彼らを労働者とみなすのは非常に困難です。では、労働

者とみなされない人々をどのように保護したらよいのでしょうか。私はこうした人々を「労

働者ではない労務提供者（non-employee worker）」と名付けています。労働者ではない労務

提供者を保護する方法として、四つのアプローチが考えられます。一つ目は、労働者の概念

を拡大することです。有名な例としては、カリフォルニア州最高裁判所のダイナメックス・

オペレーションズ（Dynamex Operations）事件判決があります。同最高裁はいわゆる ABC
テストを採用しました。この ABC テストは AB5 と呼ばれるカリフォルニア州法として立法

化され、2020 年 1 月 1 日に施行されました。このテストでは、ある労務提供者の使用者に

当たるとされた者は、その者が独立事業者であることを立証するには、次の三つの点を証明

しなければなりません。 
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第一に、当該労務提供者は、指揮命令を受けていないこと。第二に、当該役務はその使用

者の通常の業務の範囲外であること。第三に、業務従事者は、通常、使用者の事業から独立

したサービス事業、商売、専門職業に従事していることです。使用者がこの三つの要件をす

べて証明できない場合、業務従事者は労働者とみなされます。しかし、多くの国では、依然

として、指揮命令テスト、従属テストまたは依存性テストが労働者とみなすべきか自営業者

とみなすべきかを判断するための重要な概念です。 
二つ目のアプローチは、労働者と自営業者の中間的なカテゴリーを導入することです。例

えば、ドイツには雇用類似の働き方の者という概念があり、イギリスには労働者よりも広い

労働者という概念があり、カナダには従属型請負業者がいます。こうした雇用類似の働き方

の者は、労働法の保護を部分的に受けることができます。ですから、その部分は労働者保護

の対象になりますが、その他の部分、空白部分はこのレベルの保護の対象にはなりません。

このアプローチについては賛否両論があり、特に、雇用類似の働き方の者は労働法の完全な

保護の対象とするべきだと考える人々もいます。空白部分、ブランクの部分は保護がありま

せん。第二の問題は、真正な労働者と雇用類似の働き方の者、自営業者をどのように見分け

るかということです。見分けるのは非常に難しいです。見極めが必要です。ですから、さら

に複雑な法的問題が出てくるでしょう。 
三つ目のアプローチは、なんらかの保護を必要とする人に対して、特別な立法措置によっ

て必要な特別保護を与えるというものです。このアプローチは、一つ目と二つ目のアプロー

チとは大きく異なっています。一つ目と二つ目のアプローチは、労働者という概念を利用し、

労働者の概念を拡大しようとするものです。しかし、三つ目のアプローチでは、なんらかの

保護が必要な人は自営業者であっても構いません。ただし、なんらかの保護を必要としてい

る人々なのですから、研究者は、その人たちを保護する新しい制度を提示することによって、

必要な保護を提供すべきです。 
例えば、日本には労働者災害補償保険法という法律があり、自営業者、建設業の工事現場

で働く自営業者の受け皿になる特別制度を提供しています。こうした自営業者にも、労働者

と同じように事故のリスクがあります。ですから、自営業者であっても、労働者災害補償保

険に加入することができます。フランスにはエルコムリ法があります。この新しい法律は、

プラットフォームの独立型労働者に特別な保護を提供しています。こうした独立型労働者は

必ずしも労働者とみなされているわけではなく、自営業者の場合もありますが、エルコムリ

法は、職業訓練や労働者災害補償に関する特別な保護を提供しています。 
四つ目のアプローチは、労働法以外の保護を提供したり、非法的施策を講じることです。

例えば、独占禁止法すなわち経済法の下では、市場における優越的地位の濫用を禁じるルー

ルがあり、これを適用することで市場の弱者を保護することができます。こうした市場弱者

にあたる自営業者、フリーランスの人々は、経済法の適用によって保護することができます。

また、自営業者とみなされている人々に、非法的施策を講じることもできます。例えば、ド
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イツにはクラウドソーシングの行動規範があります。この行動規範はソフトローです。法的

拘束力はありませんが、保護を提供することができます。 
また、同様の保護目標を達成するために、市場の評判を活用することもできます。例えば、

アメリカでは、タークオプティコム（Turkopticon）がプラットフォーム経済のユーザーに関

する多くのレビューをまとめる専用のサイトを開設しています。一部のユーザーは非常に評

価が低く、プラットフォーム経済の悪評ユーザーとみなされます。プラットフォーム・ワー

カーはそのような悪評ユーザーを回避することができ、優良ユーザーは多くのワーカーを惹

きつけることができます。こうした市場の評判を活用することで、他の法的規制と同様の保

護を達成することができます。 
四つのアプローチを挙げましたが、この四つのアプローチは相互に排斥しあうものではな

く、重複して選択することが可能です。どのアプローチを採用すべきかは、各国の事情によ

り異なります。各国の法制度、立法の実現可能性、雇用と労使関係、紛争解決制度などに依

存します。 
強調しておきたいのは、現行の労働法の規制は一律的なものとして適用されているのでは

なく、労働者の多様化に対応して多様な労働法規制が適用されているということです。例え

ば、労働時間規制については、多くの国が管理職やホワイトカラーへの適用除外を導入して

います。そのため、一般的な労働時間規制は、いわゆるエグゼンプト（適用除外者）には適

用されません。また、多くの欧州諸国では、デロゲーション制度も導入されています。労働

法では最低労働基準が定められていますが、労働組合と使用者団体が最低労働基準からの逸

脱に同意した場合は、この逸脱が認められています。 
現行の労働法は図示したような完全な丸い円形ではなく、でこぼこな部分があります。第

3 のアプローチ、特別保護のアプローチを見て下さい。この第 3 のアプローチにおける引っ

込んだ部分には一般的な労働法規制は適用されません。自営業者を対象とした特別保護を充

実させると、その形は多様な規制を取り込んだ現行の労働法規制の姿とよく似たものになっ

てきます。特別保護の拡充は、労働者の多様化に対処するための考え得る適切なアプローチ

となりえます。まず、特別保護を充実させ、その後に、労働者概念の外延を拡大することが

考えられます。引っ込んだ空白部分は一般的労働法による保護の適用除外に当たる部分とし

て扱うことができます。これは、労働者ではない労務提供者に対処する上で、より現実的か

つ適切な方法になり得るものです。 
ブロッケ博士は、モノプソニー（買い手独占）問題に取り組むには、団体交渉を強化する

ことが非常に重要であるとおっしゃいました。この点について、日本の状況にも触れておき

たいと思います。労働者と自営業者の境界はますます不明瞭になってきています。その上、

雇用類似就業者がいます。この点に関連する非常に重要な事案として 2011 年の最高裁 INAX
事件があります。INAX は衛生陶器製造の会社です。この事例では、トイレ修理の業務委託

契約を INAX と締結したカスタマーエンジニアと呼ばれる雇用類似就業者が、労働組合を組
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織し、INAX に団体交渉を要求しました。ところが、INAX は、カスタマーエンジニアは労

働者ではないと主張して組合との団体交渉を拒否しました。契約書には、カスタマーエンジ

ニアは労働者ではなく自営業者であると明記されていました。しかし、日本の最高裁は、カ

スタマーエンジニアの実態における従属性を考慮し、カスタマーエンジニアを労働組合法上

の労働者と認め、INAX の団体交渉拒否は違法な不当労働行為に当たると判断しました。 
この判決によると、これら雇用類似就業者には労働組合法が適用されます。つまり、団体

交渉の義務が生じ、合意に達した場合、使用者は労働協約を締結しなければならないのです。

しかし、労働協約は独占禁止法ではカルテルであり、労働力の価格を定めるハードコアカル

テルは禁止されています。ですから、ここでは相互に対立する規制があるわけです。雇用類

似就業者は労働組合法では労働者とみなされますが、自営業者や企業としての性質も持って

います。したがって、労働法と経済法の相反する規制を調整する必要があります。日本の公

正取引委員会は 2018 年に「人材と競争政策に関する検討会」報告書を出しました。この報

告書では、原則として、公正取引委員会は労働法によって規制されている分野には介入しな

いと述べられています。ですから、雇用類似就業者に労働組合法が適用されれば、この状況

には独占禁止法は適用されないという整理がなされました。 
それでは、結論です。考慮すべき重要なことは、第一に、新しい働き方そして雇用類似就

業者にとって必要な保護は何か明らかにすること。第二に、その必要な保護を提供するため

に各国の実情を踏まえて適切な施策を選択すること。第三に、多様化した労働力に対応した

順応性のある労働法を策定すること。第四に、労働政策と、関連する他の政策、すなわち経

済法、社会保障法、税法などとの協働を通じて、個人として仕事を提供するすべての人々の

ためのセーフティネットのレベルを高めることです。 
ご清聴ありがとうございました。 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－22－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－23－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－24－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－25－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－26－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－27－ 

 

 
 

 

  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）





セッション１

デジタル化の進展と雇用・労働への影響





－31－ 

【研究報告①：オーストラリア】 

「オーストラリアにおける技術、仕事及び労働の未来」 

アリソン・ペニントン オーストラリア研究所 未来の仕事センター

シニア・エコノミスト

皆様、こんにちは。オーストラリアのメルボルンから参加させていただき、ありがとうご

ざいます。こちらでは、ほぼ４か月に及ぶ新型コロナウイルス感染対策の厳しいロックダウ

ン（都市封鎖）から解放されたところです。まだスクリーン越しながら、こうしてお顔を拝

見できるのはすばらしいですが、またいつの日か直接お会いすることができるでしょう。

私は、オーストラリアと他の脱工業化経済、とりわけ英語圏の経済においては目新しい報

告をしたいと思います。その基礎になっているのは、技術力の発展とその発展が労働に及ぼ

す影響についての議論の多くはある前提から始まっているということです。現在、新しい技

術力があり、それが労働に影響を及ぼし、置き換わりつつあるというだけで、コロナによる

極めて深刻な雇用危機を経験したにもかかわらず、人間の仕事がロボットに奪われるという

自動化神話がまだ語られていることのほうが心配で、驚きです。私は、オーストラリア経済

で今起きていること、そして雇用の安定と質の高い仕事に就ける可能性の懸念材料と考えら

れていることを示すデータを用いて、この主張を覆す知見を提示したいと思います。

省力化のための自動化の導入の変化はそれほどでもありませんが、作業編成にはそれを上

回る変化が見られます。先程の講演で新しい労働形態の増加についてのお話がありましたが、

この新たな労働形態には、労働をより不安定で保障のないものにする、業務の新たなパッケ

ージ化と編成が伴っています。今まさに、自動化神話、自動化の誇大宣伝と、利用程度が非

常に低い労働市場における技術導入の現実との間に乖離が進んでいるのです。

つまり、省力化のための自動化は実際には加速していません。前述の主張がオーストラリ

アで特に新しいと私が考えるのは、そのためです。オーストラリアでは全般的イノベーショ

ンと投資、新たな資本への事業投資、新たな技術の勢いが衰えているという悲観的状況があ

り、いくつかの指標によって示されているからです。新たな資本と技術、知的財産へのあら

ゆる形態の企業の投資の対 GDP 比は、2012 年に約 17.5％でピークに達し、それ以降、事業

設備投資は 3 分の 1 以上と大幅に減少したことがわかります。この状況は新型コロナウイル

ス感染拡大で悪化の一途をたどっています。労働における新たな技術への投資に対するオー

ストラリアの企業の関心は明らかに低下しています。

同様に、もうひとつの重要な指標は、もし、労働における技術を増大させる、より高いレ

ベルの生産性を経験しているならば、それは我が国の生産性に見て取れることでしょうが、

生産性は戦後 30 年間の約 2％から困ったことに大幅に低下し、この 3 年間はマイナスにま

で低下し続けています。これは、設備投資の減少と共に、低賃金で生産性の低い民間部門の

断片的な仕事と大きく関係しています。
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問題は、技術が生産それ自体に導入されている以上の影響を雇用関係に及ぼしていること

です。このことが、20 万以上の雇用が失われたこの 10 年間のオーストラリアの製造業の崩

壊の話で大きな役割を果たしています。技術集約は製造業でこうしたことをもたらし、先ほ

どお話した民間部門の低賃金の仕事が爆発的に増加しました。 
繰り返しておきたいのは、使用者は常に技術を、労働プロセスを制御するためのツールと

して使用してきたということです。常にこの関係、雇用関係全体の範囲内で導入されてきま

した。労務の管理と調整、労働者の雇用と配置の円滑化、労働の監督と強化といった適用領

域があります。ギグワークの増大が、実際には産業革命以前の資本主義的労働形態であるの

はそのためで、なにも目新しいことではありません。これは、全体的な雇用関係の範囲内で

の技術の導入にすぎず、ここでは、労働者は戦後の時代に構築された新たな権利や福利厚生、

諸制度を享受できません。 
コロナ以前のものですが、最近のデータから、オーストラリア国民の 7％が過去 12 か月以

内にプラットフォームを使用し、そのうち約 40%がほぼ全面的にギグワークに依存していた

ことがわかりました。つまり、一つの先進経済のきわめて多くの労働者が非常に不安定な労

働に依存しているのです。 
未来の仕事センターで研究対象となっているもう一つの重要な分野は、デジタルによる職

場監視です。これはとりわけコロナ禍の在宅勤務への移行に伴い問題となっており、この移

行により、現在世界中で、数百万人の労働者の自宅が職場と化しています。この感染拡大以

前に、オーストラリアの労働者の 70％が職場でなんらかのデジタル監視や電子監視を経験し

ていたことがわかりました。非常に多くの場合、こうした形態の監視は、労働強度を高め、

労働者からより多くの労働力と価値を絞り出すことを目的としています。 
これは、標準的な権利を持つフルタイムの標準的雇用、フルタイムの正規雇用が大幅に減

少してきたという、私の中心的主張を示しています。これまでに、仕事は半分近くに減少し、

オーストラリアの全労働者の約半数がなんらかの形の不安定労働を経験しています。多様な

不安定労働があります。臨時雇用、不規則なパートタイム労働、派遣労働や請負労働、個人

請負労働、ギグワークに当たる周辺的自営業を組み合わせて不安定労働を算定します。現状

は、こうした余剰労働力が十分な仕事のない労働市場の 15％から20％を占めているために、

使用者に負の連鎖を与え、使用者が雇用の質を低下させるのを可能にしてしまっています。

これはオーストラリアの労働体制にとって大きな問題です。 
つまり、ここで肝心なのは、労働の構造的・制度的無力化が進んでいるということです。

その原因は、全体的なマクロ経済状況であり、労働体制がこの新しい世界に追いついていな

いことによって生じている規制の空隙であり、この柔軟で使い捨ての不安定な労働力を生み

出そうとする使用者団体の意向です。ここで強調しておきたいのは、技術はこの変化を促進

しているのであって、この変化をもたらす原因になっているのではないということです。私

の研究分野の最良かつ最強の指標の一つが、オーストラリアの労働力における団体交渉の崩
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壊、特に民間部門における崩壊に目を向けることです。現在、団体交渉権を行使できるのは

労働力の 11％未満です。 
では、十分な仕事がなく、労働の質が低下している全般的状況に技術が影響を及ぼし、こ

の状況と相互に作用し合うこの新しい仕組み、非道な仕組みに対処するために、どのように

労働体制を強化できるのか、結論をいくつかお話しします。労働者に適用できる最低基準を

強化する必要があります。他の講演者がお話になりますので、これについてここでは細かく

説明しません。ギグワーク規制の大幅強化が必要です。コロナ禍で、労働力の供給が遮断さ

れました。賃金を抑えた環境を維持するために移民労働者に依存するオーストラリアのよう

な国々で多くの国境が閉鎖されたのです。今、ギグワーカーには組織化の新たな可能性が開

けています。 
仲裁裁定での最低賃金のベンチマークを引き上げる必要があります。オーストラリアの仲

裁裁定制度は非常にユニークです。オーストラリアの他の研究者がお話したかもしれません。

業界ごとに最低賃金・最低条件制度があり、公正労働委員会が運営しています。そこで、賃

金ベンチマークの引き上げを提唱したいと思います。団体交渉の機会の活性化。企業レベル

の交渉制度からセクターレベルの交渉に移行する必要があります。技術の導入に関わる情報、

予告、データを受ける権利の強化。自動化された監視と懲罰からの保護。オーストラリアで

は、こうした技術の導入に伴う規制や労働者のプライバシー保護が非常に手薄です。異動に

よる配置転換と役割の改善に対する使用者の関わりの強化。所得保護の強化、職業訓練、調

整支援。これは、職業教育と高等教育制度への巨額の公的資金投入を意味します。 
ビジネスの収益と成長、そして雇用の崩壊を目の当たりにしたこのコロナ危機から脱出し

て前進するために現時点で不可欠なのは、1940 年代に特にオーストラリアで行われたよう

な、政府による完全雇用マクロ経済政策の再導入とコミットメントです。コロナ後の労働は

新しい世界です。1930 年代以来の最悪の不況の中、仕事の量的回復には何年もかかるでしょ

うが、非常に重要なのは、仕事の質を高めるために、我が国の労働体制、規制制度や法律が、

この危機以前に既にあった空隙だけでなく、コロナによるひび割れでできたすべての空隙を

埋めることです。私たちは仕事が増えることを望んでいますが、仕事が良質であることも望

んでいます。新型コロナウイルス感染拡大は、普遍的病気休暇が、公衆衛生対策にとって、

そして労働者の健康と安全、賃金にとっても、明らかに重要な権利の一つであることをはっ

きりと示しました。 
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【研究報告②：インド】 

「インドにおけるプラットフォーム型配車サービスのタクシー運転手 

の非生産的な職務行動: 人権の観点から」 

スーリヤ・プラカシュ・パティ インド経営大学院コジコデ校 助教授 

 
こんにちは、皆様。世界は様変わりしました。こうしてデジタルワークについて論じなが

ら、その研究報告自体がデジタルで行われるのは驚くべきことです。そうです、これが新し

い世界秩序です。私の研究のタイトルは「インドにおけるプラットフォーム型配車サービス

のタクシー運転手の非生産的職務行動：人権の観点から」というものです。この論文は、私

の所属するインド経営大学院コジコデ校の優秀な同僚であるマノランジャン・ダル

（Manoranjan Dhal）准教授との共同執筆で、大きなプロジェクトの一環をなすものです。

現在のタクシー配車サービスの全体像を理解してください。本日は、インダストリー4.0 の

様相、第四次産業革命について論じます。 
ウーバー（Uber）は、世界中で展開しているプラットフォーム経済の最もわかりやすい例

です。インドにもウーバーに相当するものがあります。オーラ（Ola）といい、シンガポール

のグラブ（Grab）と同じです。つまり、これはプラットフォーム型配車サービスです。ウー

バーは、自分たちは GPS のおかげで乗車に安全と確実性をもたらしているのだと主張して

います。また、アルゴリズムを利用した運賃計算によって、このプロセスが市場主導型のダ

イナミックで合理的かつ科学的なものとなり、ドライバーは起業家であるとも主張していま

す。ウーバーはドライバーをドライバー・パートナーと呼び、インド版ウーバーのオーラは

ドライバーを零細企業家と呼んでいます。ここで重要なのは、これは素晴らしい組織であり、

成長を促進し、雇用を創出しようとしているのだというようなうまい話が作られてきたこと

です。しかし、残念ながら、隠されているもの、こうした組織が対処していないことがあり

ます。 
新聞記事のスクリーンショットをご覧にいれます。このニュースは、もちろん新型コロナ

ウイルス感染拡大以前のものですが、覚えておいてください。多くのストライキが発生して

いるのです。インドの首都デリーで、このプラットフォーム労働者の多くがストライキを呼

びかけました。ウーバーやオーラではなく、スウィギー（Swiggy）という別のプラットフォ

ーム労働者によるものですが、こうしたことが起きたのは事実であり、このような組織の多

くは問題に対処していません。例えば、オーラのドライバーが女性の乗客にわいせつ行為を

働いたとして逮捕されました。記事に書かれていますが、女性はオーラのドライバーから服

を脱いで写真撮影のためにポーズをとるように強制されたとされています。残念ながら、こ

うした企業の多くがこのような顧客体験に対処しようとしていません。 
私たちはなぜこのようなことが起きているのかを考えてきました。この問題に人権という

観点で取り組もうと考えました。研究結果に焦点を絞りたいので、理論については詳しくは

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－41－ 

 

お話しませんが、これが私たちの理論です。人権です。人権の概念は、ドネリー（Donnelly）
とハワード（Howard）から借用しています。それは、生存権、メンバーシップ権、保護権、

エンパワーメント権です。このうちの一つまたはいくつかが侵害されるとストレスになり、

それが非生産的職務行動と呼ばれるものにつながります。それが、今ご覧になった例です。

重要なのは、私たちがこれらすべてを社会的交換理論に関連づけたことです。今その理由を

ご説明する時間はありませんが、論文で説明しています。これが私たちの理論モデルです。 
このモデルに基づく問いは、ドライバー・パートナーやプラットフォーム型タクシー配車

サービスとパートナーを組んでいるドライバーが経験する人権侵害は何か、というものです。

これが私たちの研究課題です。私たちは定性的な調査方法により、4 件のストライキを調査

しました。ここで報告されている 4 件すべてのストライキの詳細を報じたのは、労働者階級

のウェブメディア Thozhilalar Koodam（労働者フォーラム）です。これはインドの言語の

一つであるタミル語のサイトですが、ここでは英語で表示しています。ストライキの報告を

一つひとつ調査し、労働者の苦情リストを作成しました。労働者が提起した苦情のうち、潜

在的な人権侵害として主張できるものを特定して、分類しようとしました。それが研究の問

いです。しかし、調査を行う際は、信頼性と妥当性のために適切な指標も考慮しました。調

査方法については詳しくは触れません。調査結果についてお話します。侵害を示す例をいく

つか御覧ください。 
生存権の侵害です。生存権の侵害では二つの論点が明らかになりました。長時間労働が健

康問題をもたらし、労働者やドライバーを家族から引き離しています。労働者は 1 日に 1,000
ルピーから 1,500 ルピーを稼ぐため、少なくとも 14 時間は道路に出なければならないとい

うことです。そこが問題なのです。考えてみてください。インドの 1,000 ルピーは約 60 米

ドルではなく、約 12 米ドルなのです。12 米ドル得るために 14 時間も道路に出なければな

らなかったのです。それだけでなく、労働者の収入よりも借金の方が増えました。例えば、

今日の玉ねぎの値段は 1 キロ 50 ルピーですが、タクシーの料金は 1 キロ 6 ルピーです。ま

ともだと言えるでしょうか。これが問題なのですが、誰もこの問いに答える準備はできてい

ません。 
次にお話するのは、メンバーシップ権です。これについても二つの論点が明らかになりま

した。パートナーと呼ばれていても、ドライバーは経営陣に近づくことすらできません。会

社のオフィスを訪れるたびに歓迎されていないと感じ、会社のオフィスを「威圧的な雰囲気」

が漂う「刑務所の複合施設」に例えています。これは調査で書かれていたことをそのまま引

用したものです。また、ドライバーは、ドライバー同士、つまりタクシー会社に所属してい

るドライバー、プラットフォームに所属しているドライバー、別の第三者契約によるドライ

バーの間での差別も感じていました。リース車のドライバーは比較的長距離の乗車を獲得し

ていますが、自家用車のドライバーに割り当てられる乗車距離は比較的短いということです。 
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次はエンパワーメント権の侵害です。ドライバーによると、乗車、運賃、支払を割り当て

ている技術が不可解だということです。例えば、ドライバーによると、支払、乗車割当ては

すべて、会社が技術を使って一方的に決定しているということです。ドライバーに発言権は

ありません。乗車回数や業務を行う場所をコントロールすることはできません。あるドライ

バーの話では、達成すればインセンティブやボーナスがもらえる目標を達成するために最後

の乗車が割り当てられることを期待して待っていたが、割当ては来ず、期限が過ぎてしまっ

たということです。このドライバーは道路上で待っていたのですが、残念ながらこうした結

果になりました。顧客からのフィードバックさえ、それ以後の乗車に影響するという理由で

懸念の対象になっています。これはエンパワーメント権の侵害です。 
最後に彼らが直面したのは、保護権の欠如です。料金の引き下げに関する規制がありませ

ん。政府の定めるリキシャ（三輪タクシー）の最低賃金が 1 キロ当たり 12 ルピーであるの

に対し、ドライバーが提示された運賃は 1 キロ当たり 6 ルピーでした。働いた分についてさ

え最低賃金は保障されませんでした。プラットフォームに支払われる手数料の増額に関する

規制がありません。例えば、毎日新しいこと、まったく新しいルールが携帯電話に送られて

くるのですが、ドライバーにはそれに関して発言権はありません。タクシー配車サービスで

仕事をするドライバーの組織化を許可する法律がありません。プラットフォームの経営陣に

対する反対運動をしたドライバーは逮捕されました。 
また、最後になりますが、プラットフォームによる誤情報に対する保護もありませんでし

た。月に 5 万ルピーを稼ぐことができるという新聞広告を見たと主張する人もわずかにいま

したが、実際には 1 万 5,000 ルピーしか得られず、ドライバーに誤解を与えた経営陣を訴え

たり、非難したりする規制が無く、国の支援もありません。以上が、私たちが発見した問題

点です。こうしたことは、ストレスにつながり、さらに非生産的職務行動へとつながる権利

の侵害です。この人権侵害に対処しなければ、乗客はこのような不運な話や事件に遭い続け

ることになります。 
この論文の中で多くのことを挙げましたが、それ以外に、二つの重要な成果を挙げて締め

くくりたいと思います。理論における重要な成果は、プラットフォーム経済に関する過去の

研究と今後の研究を統合する基礎となる人権という枠組みを提示したことです。これによっ

て、文献を統合することができます。そして、実践面の成果では、こうしたプラットフォー

ム労働者を労働者として定義する必要があります。最近、インド国会は四つの労働裁判所に

関する法律を制定し、プラットフォーム労働者を社会保障制度の対象に含めましたが、労使

関係法の適用範囲には含めなかったため、組織化は妨げられています。ドライバーは、現在

プラットフォーム労働者の大半を占めていますが、組織化して団体交渉に参加する手段を持

っていません。 
そして最後に、プラットフォームはドライバーの成長計画も設計しなければなりません。

誰も一生ドライバーでいたいとは思っていません。誰一人として、一生同じ地位にとどまっ
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ていたいとは思っていません。ですから、成長するための計画が必要であり、成長の可能性

は抗議騒動を減らすことができます。  
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【研究報告③：日本】 

「クラウドワーカーの労働条件：仕事内容によって労働条件はどう異なるか」 

西村 純 労働政策研究・研修機構 副主任研究員 

 
こんにちは。JILPT の副主任研究員の西村純です。私の研究報告は、日本におけるクラウ

ドワーカーの労働条件についてです。特にこの報告では、クラウドワーカーの労働条件は仕

事内容によってどのように異なるかに焦点を当てています。本日の報告は、学術的な分析と

いうよりは、日本の現状を紹介するものです。率直に申しまして、私たちの研究はあくまで

も予備的なものです。しかし、このような動きを報告することは意義のあることだと思いま

す。ご存知のように、デジタル化時代には新しい仕事の形が登場しました。欧州生活労働条

件改善財団（Eurofound）の報告書によると、クラウドワークは、事前に決められた場所や

事前に決められた時間だけ働くというような伝統的な雇用の特徴から逸脱した新しい形の働

き方と説明されています。 
日本の状況を見てみると、これまでの研究から、パートタイムのクラウドワーカーはフル

タイムのクラウドワーカーと比べて収入が低く、仕事の満足度も低いこと、多くの女性のク

ラウドワーカーが副業に従事していること、多くの人が事務仕事に従事していることなどが

わかりました。しかし、クラウドワーカーの働き方はまだはっきりしていません。いくら収

入を得ているのか。必要なスキルはどうやって身につけているのか。自分の状況に満足して

いるのか。そこで、仕事内容に着目し、クラウドワーカーの働き方が仕事内容によってどの

ように異なるのかを説明してみたいと思います。クラウドワーカーの働き方には、どのよう

な違いや共通点があるのでしょうか。 
2017 年に JILPT は仕事に関するアンケート調査を実施しました。この調査は、自営業、

フリーランス、個人事業主、クラウドワーカーとして 1 年間仕事をして収入を得た個人事業

主の正確な労働条件を調査したものです。この部分では、回答者が取引にどのように従事し

たかを尋ねます。回答者は、1 から 4 までの四つの選択肢から一つを選びます。4 の、「クラ

ウドソーシング会社を通じてクラウドワーカーとして取引を行った」のみを選んだ回答者を

該当者とします。クラウドワーカーの労働条件に入る前に、クラウドワーカーを二つに分類

する方法を説明します。 
クラウドワーカーが従事している仕事の質的な特徴に注目した分類です。つまり、クラウ

ドワーカーが他の人が真似できない仕事に従事しているかどうかということです。①の希少

性の高いクラウドワーカーは、他の人が簡単に真似できない仕事に従事しているクラウドワ

ーカーです。そして②は、希少性が低い、他の人が簡単に真似できる仕事に従事している人

です。仕事に関するアンケート調査では、回答者の仕事内容も尋ねています。A は自分にし

かできない作業をたくさんした、B は他の人でもできる作業をたくさんした。1 または 2 を

選ぶ回答者を希少性が高いとし、3 または 4 を選ぶ回答者を希少性が低いとしています。 
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まず、クラウドワーカーのプロフィールを見てみたいと思います。表は、クラウドワーカ

ーのプロフィールを示したものです。個人事業主全体のうちクラウドワーカーの特徴として

は、女性と若年層が多いです。また、多くは、主たる生計の担い手ではありません。現場作

業や事務関連の仕事に従事している人が多いです。次にクラウドワーカーをタイプ別に見て

みると、希少性の高いクラウドワーカーは希少性の低いクラウドワーカーよりも男性の比率

が高く、希少性の高いクラウドワーカーの多くは自らが生計を担っています。また、希少性

の高いクラウドワーカーの仕事は、デザイン・映像制作関連や IT 関連など、事務関連以外の

仕事が多い傾向が見られます。 
次に、労働時間と報酬額を見てみたいと思います。図からわかるように、希少性の高いク

ラウドワーカーは希少性の低いクラウドワーカーよりも週当たりの労働時間が長く、希少性

の高いクラウドワーカーは希少性の低いクラウドワーカーよりも高い報酬を得ています。こ

れは図にありません。クラウドワーカー以外も含めた個人事業主のうち、800 万円以上の収

入を得ている人の割合は 6.8％です。また、希少性の高いクラウドワーカーは 8.0％です。こ

のことから、個人事業主の中でも、希少性の高いクラウドワーカーには比較的高額な報酬を

得ている人がいることがわかります。 
次に、クラウドワーカーと取引相手との関係です。この図で示しているように、対象とな

っているのは点線で囲んだ部分です。クラウドワーカーとクラウドソーシング会社との関係

ではありません。契約内容決定方法の図からわかるように、希少性の高いクラウドワーカー

は、契約内容を決める際に取引相手とコミュニケーションをとる割合が大きく、クラウドソ

ーシング会社や仲介業者といった第三者のルールに沿って契約内容を決める割合は低くなっ

ています。この割合は、希少性の低いクラウドワーカーが 32.8％であるのに対し、希少性の

高いクラウドワーカーは 18.1％です。この結果から、希少性の高いクラウドワーカーは取引

相手と直接交渉し、クラウドソーシング会社を利用しない傾向があることがわかります。 
この図は、取引相手からの指示の程度を、希少性の低いクラウドワーカーと比較して示し

ています。希少性の高いクラウドワーカーの方が、取引相手からの指示を受ける傾向が強い

ことがわかります。スキルの獲得状況を見てみましょう。表から、希少性の低いクラウドワ

ーカーと比べて、希少性の高いクラウドワーカーの方が必要なスキルをどこかで獲得してい

る可能性が高いことがわかります。「特に獲得していない」に該当する希少性の低いクラウド

ワーカーの割合は約 50％であるのに対し、希少性の高いクラウドワーカーは約 27％です。

つまり、希少性の高いクラウドワーカーはどこかでスキルを身につけているということにな

ります。表で上位にランクした項目は、「会社での経験、研修及び勉強会」と「関連書籍その

他の資料を通して」でした。会社はクラウドワーカーが必要なスキルを身につける場なのか

もしれません。 
まず、クラウドワーカーの働き方と必要なスキルをどこで身につけたのかを見てきました。

最後に、満足度を見てみたいと思います。表にはありませんが、希少性の高いクラウドワー
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カーの満足度は希少性の低いクラウドワーカーよりもいずれの満足度に関しても高く、希少

性の高いクラウドワーカーの回答者の半数以上が「自分の状況に満足している」と回答して

います。 
例えば、図は、「仕事全体」および／または「収入」を示しています。希少性の高い場合と

低い場合の差が最も大きいのは「収入」です。図にはありませんが、「収入」に対する満足度

は、個人事業主全体では 48.5％にとどまっています。個人事業主の中では、希少性の高いク

ラウドワーカーが「収入」に対する満足度が最も高いようです。この結果から、希少性の高

いクラウドワーカーは、「収入」に対して少なくともある程度の満足を感じている傾向が見ら

れると言えるかもしれません。 
上記の結果から、次のことがわかります。まず、クラウドワーカーの全体的傾向について

です。女性が多く、主たる生計の担い手ではない。多くの人がクラウドワークを副業として

行っていて、事務作業関連の仕事に従事している。この結果から、日本のクラウドワーカー

は、家計補助の手段としてクラウドワークに従事していることがわかりました。次に、希少

性の高いクラウドワーカーに注目すると、異なる特徴が浮かび上がってきます。希少性の低

いクラウドワーカーと対照的に、希少性の高いクラウドワーカーの多くは男性で主たる生計

の担い手であり、事務関連以外の仕事に従事しています。また、報酬額は希少性の低いクラ

ウドワーカーより高く、仕事に対する満足度は高いです。クラウドワーカーとして働くため

に必要なスキルを特定の場所や方法、特に企業と関連書籍で身につける傾向があります。 
もちろん、解釈には慎重を要しますが、以上の結果から、クラウドワーカーは異なる性質

の集団であり、少なくとも二つのタイプが存在することがわかります。一つは、家計を補う

クラウドワーカーに分類されます。このカテゴリーは女性が多く、一般的な能力でできる仕

事に従事しています。報酬額が低く、働き方にやや不満を持っている傾向が見られます。も

う一つは、独立自営のクラウドワーカーに分類できます。クラウドワーカー全体の傾向と比

較すると、このグループは男性が多く、専門的なスキルを必要とする仕事に従事しています。

その中には、個人事業主の中でも比較的高額な報酬を得ている者もいます。 
一般に、この人たちはクラウドワークという働き方に満足している傾向があり、収入には

ある程度満足しているようです。もちろん、さらに詳しい分析が必要です。独立自営のクラ

ウドワーカーの存在は、日本で新しいタイプのキャリアパスを開く可能性を示しているのか

もしれません。また、企業はクラウドワーカーとして働くために必要なスキルの重要な供給

源であると言えるかもしれません。もちろんこの研究報告は限定的なものです。クラウドワ

ーカーの働き方を正しい状態にするための第一歩なのです。 
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【研究報告④：韓国】 

「人口知能に基づく採用：雇用市場の反応に関する予備的研究」 

ジュワン・ヤン 韓国外国語大学校経営学部 助教授 

 
韓国のソウルにある韓国外国語大学校のジュワン・ヤンと申します。韓国における人工知

能（AI）に基づく採用に関する研究を報告いたします。では、さっそく始めます。本日は韓

国の労働市場における AI を活用した採用慣行について発表します。私は AI の専門家ではあ

りませんが、実社会のビジネスにおける採用慣行の最近の変化を理解するために何か有益な

ことをしたいと考えました。AI を活用した採用は非常に新しいことですが、韓国だけではな

く世界中で急速に広まっています。この研究報告が皆様のお役に立てることを願っています。 
コリン・パワー（Colin Power）、ジェフ・ベゾス（Jeff Bezos）、リチャード・フェアバン

ク（Richard Fairbank）の 3 人の共通点は、良い人材を採用することの重要性を重視してい

ることです。効果的な採用のメリットは経済的利益であり、良い人材を採用することでパフ

ォーマンスが高まり、競争にも勝ちます。しかし、多くの組織では採用が頭痛の種になって

います。つまり、採用がうまくいっていないということです。特に、最近では採用状況が悪

化してきています。つまり、企業は優秀な人材を採用するために、高度な技術を要する多く

の方法を活用しているのですが、それにもかかわらず、旧来及び新しい慣行の大きな問題点

は、実際に満足のいく人材を採用できているかどうかがわからないということです。採用し

ただけでは、その結果はわからないのです。 
世界的に知られているビジネスコンサルタント会社 PwC の PwC 2017 によると、ほとん

どすべての CEO の重大な懸念事項は、ビジネスにとって最大の脅威である優秀な人材とス

キルを確保できないことです。また、韓国の採用慣行には他にもいくつか問題があります。

韓国企業に共通する韓国独特の採用制度です。 採用は年に何回も行われるのではなく 1 回

のみですから、採用の対象となる集団は非常に大きいです。そのため、採用人数が非常に多

く、仕事の割り振りはある程度無作為に行われています。使用者は個々の労働者の希望には

配慮しません。人員を特定のポジションにただ配置しているだけなのです。 
韓国の求人市場には韓国独特の三つの特徴があります。この制度では多くの問題が生じて

います。まず、就職希望者は、就職活動に失敗するともう 1 年待たなければ応募することが

できません。二つ目に、採用は年に一度だけなので、短期間に求職者が殺到します。三つ目

は、就職活動の失敗が失業率を引き上げることです。この三つが、韓国の採用慣習に共通し

た問題点です。 
また、選考過程にも問題が生じています。企業側では、この制度のために人事担当者の負

担が非常に大きく、短期的に人手不足が生じ、採用決定の信頼性はあまり高くありません。

さらに、求職者にとっても問題があります。ぞんざいな態度の面接担当者による面接で不快

な思いをした求職者がいます。二つ目の問題は、有力者の知り合いを採用するといった、不
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正な採用が行われています。三つ目は、採用決定の信頼性です。このように、韓国では、従

来からの採用慣行に問題があります。この問題を解決するために、多くの韓国企業が AI を

活用した採用制度を導入し始めました。 
ラッセル（Russell）とノーヴィグ（Norvig）によると、AI には四つのタイプがあり、AI

による採用は、人間の影響力とコンピューター使用の現実が交差するカテゴリーに入ります。

この高性能の AI システムを使って、一部の企業がサービスの提供を始めました。こうした

企業はこれまでに多くのビッグデータも使用しています。この AI システムには、最適な人

材を採用するための四つの機能があります。韓国の労働市場におけるこのような新たな変化

を調査するために、専門家へのインタビューと調査という、定性的なデータと定量的なデー

タの両方を用いました。専門家インタビューでは、人事担当者 3 名とアセスメントセンター

の専門家 2 名にインタビューを行い、調査では、約 182 名の求職者の回答を使用しました。 
人事担当者によると、AI 採用システムを使用しているのは膨大な量の仕事を容易に処理で

きるからです。第二の理由は、このシステムの利用は会社を革新的にするからだということ

です。革新的な組織というイメージを構築するためです。しかし、一方で信頼性については

懸念もあります。人事担当者は、経験から、この AI による採用システムが、高い能力の予測

可能性を過大評価しているのではないかと懸念しています。 
次に、アセスメントセンター（AC）の専門家にインタビューしました。AC は、個人のス

キルや能力を評価するための過程です。インタビューの結果、AC の専門家も選考の信頼性

について懸念していることがわかりました。 
この調査の結果は次のとおりです。複数の求職者からデータを収集しました。この表は、

求職者の従来の採用慣行に対する満足度に関する調査結果です。この表によると、従来の採

用慣行に対する求職者の評価は良くも悪くもありません。尺度は 1 から 5 までですので、数

値はほぼ中間点です。つまり、それほど満足していないか、大きな問題はないということで

す。二つ目は、AI 採用に対する求職者の評価です。この表では、一般的に AI 採用システム

の利用に対する求職者の評価は良くも悪くもないことが数字からわかります。具体的には、

求職者は AI 採用システムを信頼していない、あるいは好きではないが、それでも AI 採用シ

ステムを導入している企業に応募すると回答しています。 
表は二つのグループの比較です。最初のグループは AI 採用の経験あり。二つ目のグルー

プは AI 採用の経験なしです。この表から、二つのグループの間に統計的に有意な差がある

ことがわかります。AI 採用経験者グループは、この AI 採用システムは従来の採用システム

に取って代わることはできないと考えていることがわかります。経験のないグループは、従

来の採用システムに取って代わるかもしれないと考えており、応募の意向では、AI 採用未経

験グループは AI 採用の企業に応募したいと考えていますが、経験者のグループは、AI 採用

システムの企業に応募したくないと答えています。つまり、応募の意向と従来型の採用慣行

からの代替について、経験のあるなしで多少の違いが出てくるということです。 
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二つ目は合格者と不合格者の比較です。この比較では応募について違いが見られます。合

格グループは、AI を使った採用システムは従来の採用慣行に取って代わることができると考

えていましたが、不合格グループは、従来の採用システムに取って代わることはできないと

考えていました。このように、合格グループと不合格グループ、AI 経験のあるグループと AI
未経験のグループでは、AI システムに対する評価が異なる結果になっています。 

一つ問題があります。それは、この AI システムの公平性です。この AI システムに基づい

て応募者の差別をしないようにしなければなりません。使用者がこのシステムを避けるのは

賢明ではありません。このシステムを効果的に活用しなければなりません。次に、政策立案

者は、労働市場でこの新たなシステムを採用するために政策を策定し直さなければなりませ

ん。 
  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－64－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－65－ 

 

 
 

  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－66－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－67－ 

 

 
 

  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－68－ 

 

 
 

  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－69－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－70－ 

 

 
 

 

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－71－ 

 

 
 

  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－72－ 

 

【研究報告⑤：フィリピン】 

「フィリピンのデジタル労働：新たな形態、課題及び政策的示唆」 

シェリル・ルース・ソリアーノ デ・ラ・サール大学教養学部 

コミュニケーション科 教授 

 
皆様、こんにちは。フィリピンにおけるクラウドワーカーの経験と状況に焦点を当て、新

しい形態や政策的インプリケーションも含めてお話したいと思います。エスノグラフィック・

リサーチの手法を使って、プラットフォーム労働者だけでなく、プラットフォーム事業者、

新興業界のリーダーやインフルエンサー、また、政府機関及びオンラインのフリーランサー・

イベント、SNS 上のグループ等との約 4 年間にわたるインタビューを基に研究を行いまし

た。 
通常は南半球の発展途上国に拠点を置く労働者と通常は北半球の先進国に拠点を置く顧

客をマッチングするアップワーク（Upwork）や OnlineJobs.ph のようなオンラインの労働

力プラットフォームで仕事を受けるクラウドワーカーについてお話しします。フィリピンは

アジアで最も失業率が高い国ですが、英語が堪能な人が多く、主要なクラウドワークサイト

のひとつになりつつあります。労働力供給、ギグエコノミーに関するデータによると、フィ

リピンは、インド、バングラデシュ、パキスタンとともに労働力の主な供給源であり、スラ

イドからわかるように、ペイオニア（Payoneer）のデータによるとフィリピンは 5 番目に成

長しているギグエコノミーの一つです。 
これは特に、フィリピン政府が国内の不完全雇用への対応策として後押ししているからで

すが、それだけではなく、巨大な非公式労働経済、移民労働や労働移動の代替、また、BPO
（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）労働やコールセンターでの仕事にまつわる不遇

が背景にあります。実際、私たちのインタビューから、多くのクラウドワーカーは元コール

センターの労働者であること、フィリピン経済の中での低賃金と不完全雇用に対する全般的

な心情がわかります。そして、多くのフィリピン人労働者にとって、グラウドワークは生計

を立てる手段、労働力の供給源になりつつあります。プラットフォーム労働者から聞いた経

験談に基づく新たな問題と、さらに政策課題にも焦点を当て、五つの点をクローズアップし

ていきます。 
最初に、プラットフォームの力関係、特にプラットフォーム仲介の力関係についてお話し

ます。基本的に、労働力プラットフォームは、依頼する業務をオンライン上に公開して顧客

（発注者）と労働力の供給者をつなぎ、両者のやりとりや条件を調整し、マッチングします。 
まず、顧客と労働力の提供者の透明性についてお話しします。マッチングを円滑に行うた

めに、プラットフォームは、顧客や労働力の提供者にどのような情報が必要であるか知らせ

ます。労働力の提供者は、自分のスキルや過去の実績を記載したポートフォリオを作成しな

ければなりません。プラットフォーム労働者にどのような情報を求めるのかを決めるのはプ
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ラットフォームです。聞いたところでは、プラットフォーム労働者に求められる情報は顧客

に求められる情報と比較してかなり偏っており、プラットフォーム労働者のソーシャル・メ

ディア・アカウントを求めるプラットフォームもあります。 
次に、仕事案件と労働者の公開、発注とマッチングです。プラットフォームが、発注の投

稿を獲得し、仕事に応募できる人を決定すると、顧客による評価、平均単価、応募者、仕事

内容の詳細など、顧客が提出した仕事情報やプラットフォーム労働者が提出したプロフィー

ルを公開し、分類します。プラットフォームは他には、アルゴリズムを活用して、顧客によ

るプラットフォーム労働者の評価やプラットフォーム労働者のポートフォリオのランクに応

じてプラットフォーム労働者を格付します。経験の浅いプラットフォーム労働者は低い格付

になる可能性がありますが、一般的にシステムがどのように公開内容を設定し、評価をつけ

ているのかは不透明です。 
三つ目は仕事のマッチングと応募です。プラットフォームは、それぞれのプラットフォー

ムの料金体系に応じて異なる仲介手数料を徴収し、利用手数料を一件ごとに請求します。表

からわかるように、例えばアップワークのようなプラットフォームでは、プラットフォーム

の新規登録者に対して報酬の 20％を徴収しているのに対し、onlinejobs.ph では徴収してい

ません。このように、手数料はプラットフォームによって異なりますが、プラットフォーム

労働者へのインタビューで、プラットフォームがこの手数料の引き上げを行う時期やその引

き上げ額についてプラットフォーム労働者に発言権はなく、コントロールすることはできな

いという不満が聞かれました。また、プラットフォーム労働者が何件の仕事に応募できるの

かについても、プラットフォームによって方針が異なります。例えば、アップワークは現在

コネクト（応募手数料）を徴収しています。コネクトは一人のプラットフォーム労働者がこ

のプラットフォームで仕事に応募できる件数を意味します。 
次は、価格の設定と交渉です。どのような契約と価格が認められるのかを決めるのはプラ

ットフォームです。けれども、プラットフォームで提供されるプロジェクトや仕事は様々で

あるため、賃金に関する規制は設けられていません。このことは、顧客が平均以下の単価で

プラットフォーム労働者と契約することが認められることを示唆しています。そのようなこ

とは多くのフィリピン人労働者にとって珍しくもない、よくあることです。プラットフォー

ム労働者は、競争の激化と労働の季節性に対する懸念からも、平均以下の単価で仕事を受け

ることになります。仕事がたくさんある時もありますが、ない時もあります。しかし、プラ

ットフォームの仕組みは、労働力の使用者が仕事の保障などの義務を免除されることができ

るようになっています。 
そして最後が、評価と救済の仕組みです。多くの労働プラットフォームに評価制度があり

ますが、顧客によるプラットフォーム労働者の評価のみが可能であり、プラットフォーム労

働者のほうが顧客を評価することはできません。プラットフォームが、評価の仕組みの設計

に公平性をどのように組み入れるか、苦情制度を認めるかどうかを決めます。私は労働力プ
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ラットフォームが果たす役割を重視しますが、それは特にフィリピン政府が労働力のプラッ

トフォーム化を支援し、効果的に促進しているからです。しかし、政府は、世界的な労働市

場と労働力のプラットフォーム化の作用にはあまり頓着していないようです。政府は、プラ

ットフォーム労働が流動的であるにもかかわらず、プラットフォーム労働者と顧客に政府へ

の登録を義務付けることや、プラットフォーム労働の性質を考えると実施は難しい最低賃金

の義務付けによってプラットフォームを規制することを法案に盛り込もうとしています。 
それは政府にとって絶対に必要なことなのです。プラットフォーム労働者やフリーランス

労働者に関する法案を見ると、プラットフォーム労働者やクラウドワーカーは全く異なる方

法で業務を行っているにもかかわらず。プラットフォーム労働者をコールセンター労働者の

ようなデジタル労働者全体と同列に扱ったり、地元のテレビ業界のような地元の顧客と仕事

をする人、地元の報道機関のフリーランサーも含めたフリーランス労働者全体と同列に扱っ

たりしているようです。 
強調しておきたい二つ目の政策課題は、正規雇用と違って、プラットフォーム労働者には、

就職先を見つける方法、昇進する方法、給与交渉をする方法、先行きの不透明な環境を渡っ

ていく方法を指導してくれる人事担当や人材エージェントの支援はないということです。 
プラットフォーム労働では、労働者は自力で舵取りしなければなりません。だからこそ、

フィリピンのプラットフォーム労働市場では、新たなカテゴリーのインフルエンサーが台頭

しているのです。こうしたインフルエンサーは、どのようにポートフォリオを作成し、自分

のスキルをマッチングさせ、戦略的に仕事に応募し、価格を設定し、顧客との良好な関係を

維持することができるのかについて労働者に指導しています。そこで、第二の政策課題は、

フィリピン政府は雇用創出の一環としてプラットフォーム労働を強力に推進し、ICT 省が先

頭に立って推進に取り組んでおり、全力でプラットフォーム労働構想を売り込んでいるので

すが、重視しているのは極めて基礎的なスキルとプラットフォーム労働についての基礎的な

理解であり、高収入に結びつくスキルの多様化の重要性には配慮していないということです。

労働者がどのように単価交渉をし、基礎的な仕事からプラットフォームでの交渉力を高める

ことができるもっと専門性の高い仕事に移行することができるかについては配慮していない

のです。 
第三の分野は、保健、社会保障、財務管理能力です。労働者と話をしていて、先ほどオー

ストラリアの報告者のペニントンさんも話していた柔軟性ということについていろいろ気づ

いたことがあります。柔軟性は諸刃の剣です。労働者の中には働くことの限界を決められな

い人がいるからです。休みを取らない労働者がいます。彼らは何日も継続して働くことにな

ります。仕事をすればするほど稼げるという考えがあるためです。プラットフォーム労働が

継続的に推進されているのに、労働者の福利厚生を監督する特定の機関がないためでもあり

ます。プラットフォームの雇用創出数を集計している労働省でさえ、そうです。ICT 省は創
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出される雇用件数を集計していますが、私たちの仕事の範疇なのかどうかはわからないとし

ています。労働省もそう言うでしょう。 
ですから、労働者の社会保障・保健の推進については、特定の機関が労働者を気遣ってい

るのではありません。このことは特に重要であり、多くのフィリピン人を含む労働者の精神

的・心のストレスとなっているコンテンツ・モデレーション（ネット上の投稿の監視業務）

に関する論文が発表されています。また、これらの労働者の経済における貢献度にほとんど

注意が向けられていないこととも深い関係があります。 
強調しておきたい最後の 2 点は、ビジネス・プロセス・アウトソーシングに関するもので

す。多くの労働者がプラットフォーム市場で多くのギグワークを獲得しています。彼らはそ

の仕事を近所の人や親族、友人に非公式に外注しています。時にはこの活動によって自分た

ちで地元の職業紹介所を作ることが可能になります。こうした人たちは新興企業と国内の労

働プラットフォームに影響を及ぼすことができます。 
これはフィリピン政府がまだ目を向けていない非常に興味深い形態です。グローバル・プ

ラットフォームへの批判から自分たちのプラットフォームを作った国内の労働プラットフォ

ームの所有者に話を聞いたところ、グローバル・プラットフォームに対抗できるようになる

ために事業支援が必要であるとのことでしたが、政府も、彼らによる公平な労働条件の推進

を監視する必要があります。 
強調しておきたい最後の問題は、デジタル労働のインフラと設備に関するものです。他の

多くの国とは異なり、フィリピンではインターネット接続は依然として考慮を要する重要事

項であり、信頼性の高い、手頃な料金のインターネット接続が求められています。他の多く

の国では、労働者は共同利用型のオフィス（co-working space）の恩恵を受けることができ

ますが、フィリピンの 共同利用型のオフィスの利用料は非常に高額で、外国人のノマドワー

カーを対象としたものです。そこで、フィリピン政府にとっても労働者にとっても魅力的で

有益な、信頼性の高い手頃な料金のインターネット接続を推進し、プラットフォーム労働者

のニーズに応えることができる共同利用型のオフィスを促進することが重要になります。 
以上のことから、結論をお話します。現在労働者は、事実上自力で対処しています。別の

論文で、Facebook グループやローカル・プラットフォーム、ローカル・プラットフォーム協

同組合を通じた新しい共同体の形成について取り上げました。こうした集団の構成は主に生

き残りを懸けたメカニズムです。政府による系統だった介入がない場合、起業家精神に溢れ

た人々はこうした共同体の形成から恩恵を受けることができますが、末端の人たちはいつま

でも取り残されたままなのです。 
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【研究報告⑥：シンガポール】 

「ギグエコノミーにおける大卒フリーランス労働者の疎外化」 

ルーベン・ンー シンガポール大学リー・クアンユー公共政策大学院 助教授 

 
こんにちは。この非常に重要なセミナーに報告者としてお招きいただき、主催者の皆様に

感謝いたします。ルーベン・ンーと申します。本日は、私が大卒フリーランサーの疎外化ま

たは不完全活用と呼んでいるものについての知見についてお話します。このフリーランサー

は大卒です。大学を卒業して、ギグエコノミーで働いているのです。そこで、ギグエコノミ

ーにおける大卒フリーランサーに不完全雇用の概念を当てはめようと考えました。 
では、不完全雇用とは何かを見てみましょう。不完全雇用とは、労働力の生産能力が十分

に活用されていないことを意味します。基本的には、現在パートタイムで働いているけれど

も、フルタイムの仕事に従事することを望んでいる人たちを指します。つまり、フルタイム

で働くことを望んでいるが、現実にはパートタイム労働に従事している人は、不完全雇用と

みなされます。これは、労働者を大まかに分類する方法です。成長するギグエコノミーにお

ける大卒フリーランサーの不完全活用の理解や特徴づけのため、この概念をフリーランサー

に拡大してお話したいと思います。これまでこのような研究は行われたことがありません。 
この研究の目的は、大卒フリーランサーの不完全雇用の概念を探ることです。なぜこれが

重要なのか、状況を説明しましょう。大卒フリーランサーについて考えてみましょう。彼ら

は、ウーバーや東南アジアのグラブ（Grab）のためにフルタイムで運転をしています。グラ

ブはウーバーに相当するものです。これらの人々は、基本的に大卒者が就かないような仕事

をしている大卒者なのです。報酬面では、彼らの収入は多いかもしれませんし、新卒のフル

タイム労働者と比べたら多くはないかもしれません。しかし、何年かして、5 年後、10 年後

に自動運転車が普及することを考えれば、このような大卒フリーランサーは少しずつ排除さ

れていくでしょう。そうなると、他の仕事に移るためのスキルやリソースもないまま、自動

運転車のせいで運転の仕事を失うことになるでしょう。特にシンガポール地域では、これま

でのところ、大卒者が就かないような仕事についているフリーランサーは政策面でないがし

ろにされており、政策的にも実際の介入の観点からも、もっと注意を払われて然るべきです。

そこで、研究方法をご紹介します。私たちは大卒の回答者を対象に調査を行いました。サン

プルの総数は約 1,300 人の大卒フリーランサーで、107 人のフルタイム大卒フリーランサー

が含まれていました。そこで、この 107 人のフルタイムの大卒フリーランサーに焦点を当て

て調査を行いました。 
比較分析をするため、このグループをさらに二つのカテゴリーに分けました。第一のカテ

ゴリーは、私たちが最大活用のフリーランサーと呼ぶ人たちです。もう一方のカテゴリーは、

不完全活用のフリーランサーです。次の方法で分類します。フリーランサーがギグワークに

従事し、その仕事が専門的または管理的なものである場合には、フリーランサーとして最大
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限に活用されています。使用するのはシンガポールの標準的な職業分類システムです。不完

全活用は、大卒ですから、専門的能力や管理能力でフリーランスの仕事に従事しているべき

であるのに、それより低い准専門職以下の仕事に従事している場合です。このカテゴリーに

該当する場合、不完全活用と判断されます。もう一つのカテゴリーに該当する場合、最大限

に活用されています。その結果わかったこと、人口動態などについていくつかご紹介します。 
まずわかったことは、最大活用のフリーランサーまたは不完全活用のフリーランサーのほ

ぼ 70％が女性であり、収入面については、不完全活用のフリーランサーの時給の方が低いと

いうことです。不完全活用のフリーランサーは労働時間も短いです。月収では、不完全活用

のフリーランサーは最大活用のフリーランサーより 400 シンガポールドル以上少ないです。

平均時給も同様です。これが専門的な仕事よりもレベルの低いギグワークに従事している大

卒フリーランサーです。収入は、最大活用のフリーランサーより 1 時間当たり平均 4 シンガ

ポールドル少ないです。 
そこで私たちは、こうした不完全活用の大卒フリーランサーがどの業界に集中しているか

調べてみたいと思いました。その結果わかったのは、この人たちは主に、教育、専門サービ

ス、芸術、エンターテイメント業界に集中しています。一方、不完全活用のフリーランサー

は、教育、運輸・保管業に広がっています。この運輸・保管業はおそらくグラブのドライバ

ーなどでしょう。女性は教育部門に集中する傾向があるという興味深い調査結果も出ました。

その多くは家庭教師や教師を挙げています。男性の大卒フリーランサーは、運輸部門、すな

わちウーバーやグラブのドライバーの仕事の大部分を占めています。 
次に同僚（co-workers）について調べてみました。先ほどフィリピンの報告者のソリアー

ノ先生が、共同利用型のオフィス（co-working space）について言及されました。共同利用

型のオフィスとの違いは非常にはっきりしています。左側が最大活用のフリーランサーです。

右側が不完全活用のフリーランサーです。こちらは、准専門的ギグワーク以下の仕事に従事

しているフリーランサーです。このうち約 60％が共同利用型のオフィスで仕事をしていませ

ん。この数字がこの人たちの仕事の性質、仲間のフリーランサーたちとの交流状況を物語っ

ていると思います。 
さらに、自分の収入状態と自分に対する評価についてどのように思っているかを尋ねたと

ころ、この三つの指標のすべてについて、一般に、不完全活用のフリーランサーは、同じよ

うな資格の人たちよりも収入が少ないと答え、ステータスが低いと感じていました。自己評

価という観点では、3 番目の図を見るとわかりますが、使用者と顧客は彼らのスキルや経験

を評価していません。これは非常に皮肉な結果です。フリーランサーを雇う場合は、そのス

キルを求めて雇うわけですが、雇う側は、こうしたフリーランサーからもたらされるスキル

を過小評価し、そのことが不完全活用につながっているからです。 
スライド 11 です。介入プログラムについて考える方法として、スキルの獲得に対する姿

勢の違いを理解するため、この姿勢という観点で調べました。不完全活用の大卒フリーラン
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サーは、全体として、スキルアップし、より良いリーダーになるべく新しいスキルを学び、

スキルをさらに深め、自らのギグワークでステップアップしてギグキャリアを築きたいとは

あまり考えていないことがわかりました。意識格差があることもわかりました。「ギグキャリ

アを築くにはどの分野の訓練を受ければいいのかわからない」について、「わからない」と答

えているのは最大活用のフリーランサーの 20％であるのに対し、不完全活用のフリーランサ

ーでは 40％です。また、「訓練コースを受けるにはどこに行ったらよいかわからない」につ

いては、不完全活用の大卒フリーランサーの 40％以上が「わからない」と答えているのに対

して、最大活用のフリーランサーでは 20％に過ぎません。不完全活用の大卒フリーランサー

は、業務の陳腐化についても悲観的な見方をしています。 
これが最後のスライドになります。まとめてみます。大卒フリーランサーは均質な集団で

はないと思います。最大活用のグループと不完全活用のグループの二つのグループがあるこ

とがわかりました。介入という意味では、不完全活用のグループを特定して、できるだけ多

くのリソースを投入して支援することが重要だと思います。介入方法の一つは、スキルアッ

プとスキルの掘り下げへの積極的取り組みを促進し、情報不足を解消することです。どこを

スキルアップするかに関して不完全活用の大卒フリーランサーは意識が欠如しているように

思われるからです。そして、ソリアーノ先生がおっしゃったように、プラットフォーム企業、

さらには労働組合と手を結んで、成長計画について話してみることでしょう。不完全活用の

大卒フリーランサーは時に目先のことしか考えていないからです。このようなプラットフォ

ーム企業と手を組めば、プラットフォーム企業は、例えば、隣接業務の別のプラットフォー

ムへ行くことなどを提案して、こうしたフリーランサーのスキルアップやスキルを掘り下げ

る成長計画を支援してくれるかもしれません。 
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【座長のコメント】 

高橋康二 労働政策研究・研修機構 副主任研究員 

 
これでセッション 1 の 6 名の研究報告はすべて終了しました。素晴らしい研究報告をあり

がとうございました。このセッションの座長として、簡単にコメントをさせていただきます。

全体的コメントは三つあります。最初のコメントは非常に明確です。比較統計が必要だとい

うことです。これは当然のことですね。二つ目のコメントとして、いずれの場合も、さまざ

まな種類のデジタル化について知ることができました。6 件の論文のうち 4 件は広い意味で

のプラットフォーム労働を取り上げていました。私の定義では、プラットフォーム労働とは、

雇用契約を伴わない、デジタル技術による労働需要と労働供給の仲介です。 
いくつかの論文でよく似た話が取り上げられていました。次のようなことです。第一に、

プラットフォーム労働者は、自由と引き換えに、不安定な低収入に苦しんでいること。第二

に、従来型の労働者が享受できる保護や付加給付から排除されていること。そして最後に、

こうしたことは、同様の状況の結果である、曖昧な法的地位が一因だということ。この分野

では、国際的な議論が有意義で実りあるものになるかもしれません。フィリピンからはグロ

ーバル・プラットフォーム、つまり世界的プラットフォームについての報告がありました。

論じられているように、グローバル・プラットフォームの規制はさらに難しいかもしれませ

ん。この問題に取り組むには国際的な議論が必要不可欠ですが、一部の先進的なローカル・

プラットフォームがあると、さらに困難なものになるでしょう。 
プラットフォーム労働以外に、他の管理方法のデジタル化についても学ぶことができまし

た。例えば、オーストラリアのデジタル監視と韓国の AI を活用した採用などです。この両

者にはいくつかの共通点がありますが、基本的には異なる現象です。そのため、規制は、そ

れぞれの管理方法で用いられている技術を考慮して、一つひとつ注意深く、かつ、根気よく

行うべきです。 
三つ目の全体的コメントは、技術だけでなく、社会的要因も、デジタル化された職場を形

成し刷新しているということです。オーストラリアでは、労働運動の衰退がギグワークの台

頭の一因となりました。フィリピンでは、政府が失業率を下げるためにプラットフォーム労

働を推進しました。韓国では、AI を活用した採用導入の背景には面接に対する求職者の不信

感がありました。インドでは、プラットフォーム型配車サービスのタクシー運転手がストラ

イキを挙行し、自らを守り、市場を構築し直しました。日本とシンガポールでは、仕事の特

性によってクラウドワーカーやフリーランサーの労働生活に違いがありました。 
各国の論文ごとのコメントや質問もあります。オーストラリアのペニントンさんは、オー

ストラリアの職場におけるデジタル化について総合的に理解していらっしゃることを示して

くださいました。私にとって興味深いのは、労働運動の衰退がギグエコノミーを生んだとい

うことです。また、労使関係を活性化し、新技術を導入する場合の労使交渉を促進すること
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を提案しています。この点に関する私の質問は、オーストラリアで労使関係の活性化は可能

なのかということです。 
インドのパティ先生は、人権侵害と非生産的職務行動の発生との関係を取り上げた異色の

論文を発表してくださいました。メディアサイトの分析に基づいて、人権侵害がプラットフ

ォーム型のタクシー運転手のストライキの原因であることを明らかにしました。この点に関

する私の質問は、このストライキは結果的に成功したのかどうかということです。 
日本の西村 JILPT 研究員は、クラウドワーカーの労働生活を希少性による違いに着目し

て分析しました。貴重なデータを用いて、明確な比較を行っています。そこで、シンガポー

ルの論文についてコメントをお願いしたいと思います。両論文は枠組みが類似しているから

です。 
韓国のヤン先生は、AI を活用した採用に関する論文を発表されました。定性データと定量

データの両方の分析を通して、最先端の技術について、そしてその技術がどのように問題を

引き起こしているのかについて知ることができました。論文の結論の部分で述べられた、人

間と AI の協力の提案に興味を持ちました。この点に関する私の質問は、AI と人間が連携し

て採用活動を行う場合、それぞれどのような種類の作業を行うのかということです。 
フィリピンのソリアーノ先生は、プラットフォーム労働者が直面する多様な困難について

詳しく報告してくださいました。また、プラットフォーム労働の創出で政府がどのように重

要な役割を果たしているのかということも説明してくださいました。私の注意を引いたのは、

フィリピンではグローバル・プラットフォームとローカル・プラットフォームが共存してい

るということです。そこで、グローバル・プラットフォームとローカル・プラットフォーム

の違いについて、もう少し詳しく教えていただきたいと思います。例えば、仕事の内容、料

金、労働者の属性などです。 
シンガポールのンー先生は、大卒フリーランサーの労働生活を職業ごとの違いに着目して

分析されました。一般的に、シンガポールでは、高等教育志向が比較的強いですから、大卒

フリーランサーは興味深いテーマです。私の質問は、デジタル・プラットフォームを使って

いるフリーランサーと使っていないフリーランサーの違いはあるかどうかということです。

また、可能であれば、日本の論文についてコメントをいただきたいと思います。十分な時間

がありませんので、今お答えいただかなくても結構です。最後の議論の時に覚えておいてい

ただければと思います。ご参加ありがとうございました。 
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【研究報告⑦：中国】 

「中国における雇用法のデジタル化？」 

ティエン・ヤン 北京大学法科大学院 助教授

この Zoom プラットフォームで世界中の先生方とお会いすることができ、とても嬉しく思

います。本日の私のテーマは、中国における雇用法のデジタル化です。このタイトルには疑

問符がついています。私は、デジタル化、つまりプラットフォーム労働者の広がりが中国の

雇用法制度に系統的な変化をもたらすという主流の考えに疑問を投げかけたいと思っている

からです。労働法ではなく雇用法という表現を使っていますが、それは、これが中国では事

実上個人の雇用関係のことだと思っているからです。これまで労働組合は、プラットフォー

ム労働者やその他の新しい形態の雇用関係の台頭において、取るに足らない役割しか果たし

てきませんでした。そこでまず、この論文では、プラットフォーム労働が中国の雇用法にど

のような変化をもたらすのかという問いを掲げ、その答えを示したいと思います。

当初、6 年前には、当時の中国の学者のほとんどが、プラットフォーム労働が中国の雇用

法にとってどれほど重要なものであるかを理解していなかったと思います。当時の人々は、

プラットフォーム労働は専ら民法の問題であり、雇用法にはそれほど注目する必要はないと

考えていました。その後、この点についての学者たちの考えは多様になってきたと思います。

その中には、プラットフォーム労働者は中国の雇用法の包括的改正を必要としているという

意見の学者がいます。こうした学者は特に、中国の労働法において雇用関係を定義し直すこ

とを求めています。これは間違いなく根本的な変化です。しかし、変化は起こるけれど、総

合的なものではないという意見の学者もいるでしょう。私はこれを部分的変化論と呼んでい

ます。そして私は、この部分的変化論を唱える数少ない学者の一人です。そこで今日は、こ

の考えを立証したいと思います。プラットフォーム労働は中国の雇用法に部分的変化をもた

らすと主張したいと思います。

第一に、部分的変化とは何でしょうか。これは、プラットフォーム労働を規制するために、

中国の雇用法に特別枠を設けるという意味です。法制度の特別枠です。プラットフォーム労

働者、特にフードデリバリーサービスのドライバーは、雇用法で適用できる保護を享受する

ことになります。特に、近い将来、政府が彼らに社会保障の労災プログラムへの加入を認め

るようになる可能性は十分にあると思います。しかし、これは特別枠に過ぎません。つまり、

中国労働法のうちこの特別枠以外の他のすべての労働者を規制対象とする部分は、この些細

な変更の影響は大して受けないかもしれません。

第二の問いは、どのような機関がこの部分的な変更を推進するのかということです。多く

の国で、プラットフォーム労働の台頭に対応して変革をもたらす上で、立法機関が非常に重

要な役割、さらには指導的な役割を果たしていることがわかります。一部の国、特にコモン

ローの国々では、裁判所もまた、非常に重要な役割を果たすことができます。例えば、米国
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の一部の州では、雇用関係のすべての関連要素を定義する裁判所の判決が増えることが常に

期待されてきました。しかし、中国の状況はこれとはかなり異なっていると思います。中国

では行政機関が主導的な役割を果たすのを目にしてきました。近い将来、こうした行政のリ

ーダーシップが発揮されるのではないかと予想しています。その理由は、第一に、私たちが

規制経験主義と呼んでいるものがあるからです。 
中国では、政府が何か新しいことに直面したとき、難題に直面したとき、政府は行政機関

に先駆者となることを求めます。まず規制を行い、十分な経験と教訓を蓄積してから、そう

した行政的規制を法律や法令にまとめ上げていきます。これが中国の行政機関と立法機関の

関係であり、中国では司法機関も、時には裁判所も、特に北京市海淀区の裁判所もかかわり

ます。これは北京大学のある区域の裁判所です。大学のキャンパスは海淀区にあります。こ

の裁判所は先駆的で、プラットフォーム労働者のような社会的課題に対応して司法政策を行

うことへの気概を持っていたこともありました。しかし、中国では、大半の裁判所は、判決

を下す際に、政策的な問題は当局が考慮することを望んでいます。裁判所は、法律にのみ従

わなければならないという意味では法的機関ですが、プラットフォーム労働者に関する事案

では、法律だけでなく、複雑な政策上の問題も考慮しなければならないのが普通です。 
最後の問題に移りたいと思います。それは、プラットフォーム労働に対応した政策を策定

しようとする場合、規制機関はどのような問題を考慮すべきかという問題です。これは非常

に複雑な問題だと思います。ここ数年、政府は労働政策だけでなく産業政策も考慮しようと

してきました。これは中国がとっている方法の最も興味深い特徴だと思います。 
中国では、プラットフォーム労働者は巨大な集団であり、特にこの新型コロナウイルス感

染拡大の後、プラットフォーム労働は中国にとって雇用問題に対処するための最後の頼みの

綱になってきたと思います。中国は世界最大の人口を抱えています。毎年 1,000 万人以上が

労働市場に参入して仕事を探しています。その中には、大卒者もいます。教育程度がもっと

低い人たちもいます。新型コロナウイルス感染拡大の中で彼らはどこに頼るべきでしょうか。

この経済状態が良くない中で。私たちはそれを調べてきました。プラットフォームだけが、

大量の雇用をし、フードデリバリーサービスや他のサービスのような新しい仕事を生み出し、

多くの雇用を創出することができます。 
ここでは産業政策が非常に重要な役割を果たします。時には、政府はトレードオフ状態に

なります。政府は、労働政策に従い、プラットフォーム労働者の保護を改善すべきであるこ

とをわかっています。労働法が他の労働者に提供しているのと同じような保護を彼らにも与

えるべきだという主張さえあり得ますが、その一方で、政府は産業政策を考慮に入れなけれ

ばならないのです。多くのプラットフォーム企業にとって労働保護は過重な負担になる可能

性があるからです。労働法の責任を全部負うことになれば、倒産して求人が消え、失業者が

出るだけだと主張するプラットフォーム企業もあります。そうなっては社会的・経済的な大

問題です。ですから政府は、労働政策と産業政策の間のトレードオフに注意を払わなければ
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なりません。これが、プラットフォーム労働に対応した政策を行う際に考慮しなければなら

ない点であり、この理由から、近い将来、中国では労働法の包括的改正ではなく、特別枠が

設けられるのみであり、行政機関が主導権を握ることになります。政府が考慮してきた事項

が矛盾しているためにこのプロセスは非常にゆっくりと進むと私は予想しています。 
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【研究報告⑧：中国】 

「中国におけるインターネット・プラットフォーム労働： 

その台頭、論争及び政策動向」 

ティエンユー・ワン 中国社会科学院法学研究所 准教授 

 
四つのポイントを提示することから私の報告を始めさせていただきます。第一は概況、第

二はモデル、第三は論争、そして最後は政策の動向です。まず、タイム誌の表紙をご覧くだ

さい。これは私たちがフードデリバリーサービス配達員と呼んでいる人です。この人はプラ

ットフォーム労働者の一人に過ぎません。プラットフォームは、新型コロナウイルス感染拡

大の中で非常に重要な役割を果たしました。パンデミックの中、中国では失業率が上昇し、

過去最高の 6.2％に達しました。しかし、この失業率が高い状況の中で非常に興味深いこと

に、最大の労働プラットフォームの一つであるメイトゥアン（Meituan）の売上が最高に達

しています。このプラットフォームは現在世界最大です。中国のフードデリバリーサービス

市場をはじめとして、一日に 3,000 万件の取引を完了することができます。 
これは中国のユニコーン企業の世界ランキングです。上位 5 社の中に労働プラットフォー

ムが 3 社入っています。オンデマンド・タクシーとフードデリバリーサービスに関連する企

業です。中国のシェアリング・エコノミーのセクター別参加者を見ると、最大のものは今挙

げたようにメイトゥアンや DiDi（ディディ、滴滴出行）といった生活サービス関連プラット

フォームであり、巨大で、市場価値も高いです。政策の策定を見ると、労働プラットフォー

ムに関連する政策がいくつかあります。政策の名称しかわかりませんが、そのほとんどは推

進と指導に焦点を当てたものです。規制はありません。政府の基本方針を見ると、この種の

プラットフォームが今後どのように発展するかがわかります。 
第二のポイントはモデルです。プラットフォームのモデルを大きく二つに分類したいと思

います。一つ目は自律型プラットフォームです。このプラットフォームに該当するのがアマ

ゾンメカニカルターク（Amazon Mechanical Turk）です。この種のプラットフォームでは、

労働力の需要者（requester）と提供者（provider）が直接取引することができ、プラットフ

ォームは取引所のようなもの、市場のようなものです。二つ目は組織的プラットフォームで

す。この種のプラットフォームでは、プラットフォームが労働力取引全体の垂直統合者です。

最初のモデルはプラットフォーム A で、プラットフォームが労務提供者を直接雇用していま

す。これはプラットフォームと労務提供者との間の雇用関係でもあります。 
中国のいくつかの巨大なプラットフォームは、この種のモデルを採用しようとしています

が、その中には、さらに大きくなると、このモデルのプラットフォームを放棄するものがあ

ります。コストが比較的高くなるからです。二番目のモデルはプラットフォーム B です。プ

ラットフォーム B は、プラットフォーム A の変形です。ここには代理商も加わり、代理商が

労務提供者を雇用します。やはり雇用関係がありますが、その当事者は代理商とプラットフ
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ォーム運営者です。これは現在、中国では主要なモデルの一つです。三番目のモデルはプラ

ットフォーム C です。このタイプのものを私たちはアウトソーシング・プラットフォームと

呼んでいます。このモデルでは労務提供者が働き方や働く時間を自分で決めることができる

からです。これが私たちの研究対象なのですが、プラットフォーム労働問題の難しい部分だ

と思います。 
モデル C について、2014 年から 2019 年までの中国の判例を見てみると、全部で 102 件

あることがわかります。表 2 は、請求原因別分布です。この中国の大手企業は配達とオンデ

マンド・タクシーのようなサービスを提供していました。請求原因の大半は交通事故による

第三者の損害であり、当然事故は労務提供者が引き起こしたものです。これが約 80％を占め

ています。表 3 は、労働関係の認定を求めた裁判の判決結果です。労務提供者本人が負傷し、

労災保険の給付を受けることを希望しているのはわずか 5 件（25％）で、ごく一部です。 
もう一つ大きな部分を占めるのは、二つのシナリオで労働関係を否定するようなものです。

これは 75％です。表 4 は、労務提供者が第三者に損害を与えた場合の判決結果ですが、最も

多い 64％が労働関係を否認しています。この場合、労務提供者自身が第三者に対する責任を

負わなければなりません。この問題についてのコメントはまだありません。 
プラットフォームとの雇用関係に関する裁判所の理由付けを見ると、最初の要素は労働力

の使用であり、二通りの判断があることがわかります。一つ目は否定です。これはプラット

フォームが自律的モデルであることを意味します。プラットフォームと労務提供者との関係

は仲介です。それゆえ労務提供者が責任を負います。 
二つ目の肯定では、裁判所からの回答は 3 通りあります。肯定、否定、そして興味深いこ

とに、無視です。裁判所は、プラットフォームに責任を負わせようとする場合、私たちが雇

用関係または労働関係と呼ぶものがあるかどうかについては判断せず、単に民事関係の雇用

（civil employment）ということになります。その場合、プラットフォームが責任を負いま

す。 
最後のポイントは政策の動向です。昨年、非常に重要な政策が出されました。国務院総局

の『プラットフォーム経済の規範的かつ健全な発展の促進に関する指導意見』であり、非常

に重要な以下の三つの点を盛り込んでいます。 
一、既存の労働法規範はプラットフォーム労働者に厳格に適用せず、プラットフォーム労働

者の特性に応じて分類し、調整する。 
二、プラットフォーム労働者の労働災害を保護するための制度が現在の制度構築の焦点であ

る。 
三、政府の監督責任を強化し、プラットフォームの責任を系統的に定義し、プラットフォー

ム労働から発生する社会的リスクを効果的に管理する。 
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【研究報告⑨：インドネシア】 

「インドネシアにおける労働法の法的枠組みに関する最近の動向」 

イク・ファリーダ ファリーダ法律事務所 所長 

 
尊敬する研究者の皆様、こんにちは。私はインドネシアの首都ジャカルタにあるファリー

ダ法律事務所の所長であり、インドネシア労働法コンサルタント協会の会長も務めておりま

す、イク・ファリーダと申します。 
この機会に、「インドネシアにおける労働法の法的枠組みに関する最近の動向」と題する研

究報告をさせていただきます。インドネシアの労働は、公式労働と非公式労働に分かれてい

ます。中央統計局の 2020 年 11 月 5 日付の最新発表によると、新型コロナウイルス感染拡大

の影響で、非公式労働者が目立つことがインドネシアの労働市場の特徴の一つになってきま

した。8 月の失業率は前年同月より 1.84％上昇して 7.07％となっています。失業者数は、昨

年 8 月と比較して 267 万 9,000 人増加し、インドネシアの失業者数は合計 977 万人になり

ました。 
発表によると、デジタル経済の発展に加え、新型コロナウイルス感染拡大の影響で非公式

経済の労働力は 4.6％増加し、合計 7,770 万人になりました。公式経済の労働力は 5,000 万

人です。デジタル技術は、特にアプリを介した運輸サービスを始めとして、さまざまな事業

分野で利用されています。 
技術と情報の発展に伴い、運輸サービス部門のビジネスモデルとして、タクシー配車とラ

イドシェアのアプリが開発されました。インドネシアではゴジェック（Gojek）がその一例で

す。インドネシアのスタートアップ企業ゴジェックは、アプリを利用したオンライン運輸サ

ービスの全国的なパイオニアです。パートナーシップ契約と呼ばれる種類の契約によって、

独立ドライバーと提携しています。しかし、インドネシアの労働法は、このような働き方を

まだ規制対象とはしておらず、ドライバーに勤労権はあるものの、権利はなく、保護されて

いません。この点を考慮して、労働関係の規制を調整してドライバーを保護しなければなり

ません。 
東南アジアのデジタル経済成長の傾向からインドネシアにおけるデジタル技術の影響が

わかります。インドネシアがこの地域で最もデジタル経済成長率の高い国であることが示さ

れています。今年だけで予測される成長は 400 億米ドルに達し、2020 年には 1,300 億米ド

ルになる可能性があります。 
デジタル化の効果は、マンパワーを含む多くの面に見られます。イノベーションや新しい

形態の雇用創出、顧客と労働者の双方にとっての利便性の向上など、プラスの影響をもたら

しています。デジタル化は、オンライン・サービス産業に参入する部門、政府、公共サービ

スを生み出した民間のオンライン・サービスに加え、マイクロビジネスのオンライン・サー

ビスもあります。しかし、デジタル化はマイナスの影響も及ぼし、レストラン、食料品など
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のような従来型産業が影響を被っています。オンラインの運輸サービスに関連して既にお話

したように、パートナーシップ契約には規制が適用されていません。 
最近では 11 月 5 日、インドネシアの大統領が雇用創出に関する 2020 年の法律第 11 号を

制定しました。オムニバス法と呼ばれています。これは、デジタル時代に関連して、よりダ

イナミックな人材を生み出し、手続きを簡略化し、より多くの雇用を創出するために制定さ

れたものです。オムニバス法は 79 の関連法の 1203 の条文に影響を及ぼしていますが、その

一つが労働法です。規制は 10 グループで構成されており、そのうちの一つが投資エコシス

テムの強化、もう一つが労働法です。オムニバス法の労働法に関連した部分は、少なくとも

四つの関連する労働法を部分的に調整・破棄しており、そのうちの一つは賃金に関するもの

です。これまでインドネシアには時給に関する規定がありませんでした。この新しい法律で

は、ついにインドネシアで新たに時給が定められました。 
次に退職給付金です。退職給付に関しては、インドネシアは、会社側が契約終了を希望す

る場合の退職給付金がかなり高額なことで有名です。以前は、会社が一人の従業員に支払わ

なければならない退職給付金は、最大で月額固定給の 32 倍でした。今回の新法により、月額

固定給の 19 倍に変更され、さらに政府が最大 6 か月分を支給する失業社会保障を新設した

ため、合計で 25 か月分になります。有期雇用契約の場合も、契約終了時には、会社から補償

のようなものを受け取ります。 
有期雇用契約に関しては、契約内容が大きく変わりました。これまでは基本的に有期雇用

契約期間は最長 2 年で、その後 1 回に限り最長 1 年の契約延長が可能でした。さらに、期間

満了の 30 日後に、1 回に限り最長 2 年の契約更新が可能でした。現在は、有期雇用契約期間

は最長 2 年ですが、その後、1 年ごとに 3 回まで柔軟に契約更新が可能となり、フリーラン

スも有期雇用の二つのカテゴリーのうちの一つの契約を結ぶことができるようになりました。

これまでの法律にはフリーランスについての規定はありませんでした。 
次に、アウトソーシングについてです。アウトソーシングが多くの種類の業務に拡大され

ています。これまでアウトソーシングできるのは 5 種類だけでしたが、今は、本業に該当す

るものでない限り、アウトソーシングできる業務の種類に制限はありません。この法律では、

事業の譲渡・雇用の保護に関連した労働者の保護も規定されています。オムニバス法の 5 番

目は契約終了に関するものです。使用者側が契約終了を希望する場合の要件が緩和されます。 
また、法律の多くの詳細規定が削除され、それに代わって政府が政令を定めます。最後は、

外国人労働者に関するものです。特に機械のメンテナンスなどの緊急作業を行う外国人労働

者の労働許可、滞在許可の手続きが簡素化されています。 
時間が限られていますので、結論を申し上げます。第一に、インドネシアでは大規模なデ

ジタル化が進む中、政府はオムニバス法、すなわち雇用創出法などによる行政・規制の改革

を実施して対応してきました。デジタル統合は、ビジネスの緩和構想をフォローアップする

ものです。第二に、インドネシアでは投資環境が拡大し、成長に適したステップとして、ラ
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イセンス供与を容易にするための法的安定性と政府の行政的手段として法的文書が作成され

てきました。第三に、政府は非公式労働者に関する規制をさらに調整する必要があります。 
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【研究報告⑩：韓国】 

「より良い機会か、拡大した搾取工場か？―韓国におけるデジタル化時代 

の労働法と政策―」 

ソックァン・チェ 国立ソウル大学校法学部 助教授 

 
本日のテーマは、非常に新しい現代的な問題ですが、それでも労働法・雇用法の古い規制

や制度を完全に無視することはできません。私たちは雇用と労働を取り巻く新しい環境を経

験していますが、これはある意味、労働法の分野でこれまで常に取り組んできた問題や課題

でもあります。 
最近韓国ではダイナミックな変化に直面しており、新型コロナウイルス感染拡大もその変

化を加速させる要因の一つとなっています。韓国の最近の状況と法に関する状況を二つの例

を挙げて紹介したいと思います。韓国では労使関係のデジタル化が急速に進んでいます。私

たちは、環境の変化をなんとかして受け入れたいと思っています。図をご覧ください。2016
年の製造業における従業員 1 万人当たりの産業用ロボットの設置台数です。左側の最高値が

韓国で、平均と比較して産業用ロボットの設置台数が 10 倍以上になっていますが、これが

根本的な変化なのか、それとも単なる搾取工場の拡大なのかを再検討しなければなりません。 
一つの例として、名刺データ入力サービスのアプリがあります。自分の名刺の写真を撮れ

ばスマートフォンにデータが保存されますが、光学式文字認識や OCR、人工知能などを使用

しないサービスでは、実際に人間が名刺をチェックしながら情報を入力しています。そのほ

とんどは、副業の労働者です。このように、本日多くの著名な学者の皆様がプラットフォー

ム経済の台頭を既に指摘しています。この新たな傾向については懸念があります。特に、労

働者間の競争や仕事のさらなる細分化といった問題で、これは最終的に必ず仕事の不安定性

を高めることになります。アジア諸国だけに限ったことではないかもしれませんが、ロバー

ト・ライシュ（Robert Reich）の言うように、このコロナの時代には二極化と不平等が拡大

しており、韓国でも同じことが言えます。 
ケーススタディに進みましょう。本日は二つの点を見てみたいと思います。一つ目はプラ

ットフォーム労働です。これはタダ（TADA）という人気のカー・シェアリング・サービス

です。ドライバー付きのかなり大型の SUV（スポーツ用多目的車）でした。これはタクシー

のようなものですが、違法で、タクシーとは少し異なり、旅客運送事業法で認められていま

せんでした。ここで問題なのはドライバーで、ドライバーはアプリを使って目的地を取得し、

プラットフォーム企業のなんらかのルールを守らなければなりません。韓国ではドライバー

がプラットフォーム企業の労働者であるかどうかが大きな問題になっていましたが、最近に

なって中央労働委員会が労働者であるとの判断を下しました。 
非常に複雑な構造になっているのがわかります。これについて説明できる十分な時間はな

いと思いますが、これは労働法と雇用法の厳しい規制の回避につながる試みです。これはこ
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の状況の全体像を示したもので、今お話しているのは赤い丸、フリーランスのドライバーと

プラットフォーム・システム企業のタダです。この両主体の間の雇用関係を認めなければな

らないのでしょうか。プラットフォーム企業とフリーランスのドライバーの間には幾重にも

壁やハードルがあります。しかし、中央労働委員会は、昔ながらの企業のような直接的な関

係ではないものの、ドライバーがプラットフォームの管理下にあることを認めました。私た

ちがプラットフォーム労働者と呼ぶ、典型的な労働者ではない特別な労働者のために労災保

険などの社会的保護を認める法律はありますが、まだ保護が必要です。 
労災保険法の改正を見ていただくとわかると思います。労働基準法の適用を受けない働き

手は労働者ではありませんが、そうであっても、契約の種類にかかわらず労働者と同様の労

務を提供しているのですから、労災保険の保護が必要となります。新法では、こうした労働

者に公的保険の加入が認められました。これは、旧来の規制がまだ広く行き渡っていること

を示しています。 
もう一つの事案は、マルチワーカーです。デジタル技術のおかげで、複数の仕事に就く機

会が増えました。複数の使用者の下で働く労働者が増えたことは、デジタル技術の発展でそ

うしたことができるようになったことを示しています。さまざまな種類の労働者が多様な理

由で複数の仕事に就いています。いつでもどこでも仕事ができます。車も必要ありません。

すでに仕事を持っていても、副収入を得ることができます。非常に多くの人がこのパートタ

イムの配達の仕事をしています。 
このコロナの時代には、ほとんどすべての仕事で失業が増えました。しかし、運輸業と倉

庫業だけは仕事が増えました。このことから、配達に対する需要が非常に多いということが

わかります。二つの事例と二つの法律を挙げます。二つの会社を掛け持ちして働いている場

合です。パートタイムの仕事を 2 件抱えていて、労災に遭った場合、保険給付の算定基礎と

なるのは、複数の仕事の合算額です。二、三件のパートタイムの仕事に就いていれば、自分

の複数の仕事をすべて合算した保険給付を受けることができます。 
また、同じ職場で二つの契約を結んで働いているとします。一つは派遣労働者としての派

遣の仕事、もう一つは実質的な雇用契約です。事故の原因が会社にあるかどうか、公的保険

に加入できるかどうかを判断する場合、裁判所は、この二つの契約を結んでいる労働者が働

いた時間の合計を計算しなければならないと述べています。労働者の保護に関する問題があ

ります。また、こうしたマルチワーク(多業)の問題を考えるときには契約関係も考慮しなけ

ればなりません。 
結論をお話します。旧来の労働法は、全く異なるデジタル社会の下でさえ、誤分類への対

処を強化しようとする場合、労働者性判断基準と同じように必要です。しかし、その一方で、

従来の背景では労働者に該当するのかどうかを問わず、労働者全体に適用される新たなルー

ルが必要です。韓国の経験は、健康と安全が有効な出発点になる可能性があることを示して

います。最後に、自己決定と社会的保護のどちらをより重視するかを決定し、組合や従業員
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代表にとって新しい時代になり得ることを実感として理解しなければなりません。最近、韓

国はプラットフォーム業界で社会的対話をし、合意が成立しました。現実世界の新たな労働

組合の連帯を考え、再考するとき、この技術を利用することができます。 
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【研究報告⑪：台湾】 

「台湾におけるデリバリー・プラットフォーム労働者の権利と利益に関する現代的課題と政

府の対応：台湾労働部の 2019 年ガイダンス及び台北市の 2019 年条例」 

ボーシャン・フー 国立台北大学法学部 助教授 

 
本日は、大躍進とまでは言えませんが、プラットフォーム労働者への台湾の対処法につい

ての改善点を二つご紹介したいと思います。まず、台北市内で撮った写真からご紹介したい

と思います。恋人の手を握っている配達員が写っているのがわかると思います。この写真か

らは台湾の若い労働者がこの業界で頑張っていることがわかります。 
では、順番に検討してみたいと思います。まず、現状についての概要から始めたいと思い

ます。この業界で実際に働いている労働者の数を示す適当な公式統計はありませんが、300
名の配達員を対象にした組織調査では、この業界の 70％以上の労働者がフルタイムで働いて

おり、給与は月 650 米ドルから 6,000 米ドルと非常に幅が大きいことがわかりました。一方、

大学新卒の平均的な仕事の月給は 1,000 米ドルに過ぎません。なぜそれほど多くの若者がこ

の業界に入ろうとするのかがわかります。自由な時間が持てるうえに、良い収入も得ること

ができるからです。非常に多くの人がこの仕事に就いていますが、ここでも、何人もの報告

者が研究報告で言及した分類の問題があります。 
私たちは今でも労働者と非労働者の二項対立を用いており、依然としてこれが政府や裁判

所で使用している推定モデルです。ギグ・プラットフォーム労働者は、現状では労働者とみ

なされることはほとんどありません。それが昨年起きた悲劇につながりました。プラットフ

ォーム労働者に関しては労働者・非労働者の二項対立が通用しないことは既にわかっていま

したが、昨年の 10 月までは誰もこの問題に取り組んでいませんでした。昨年の 10 月に非常

に悲劇的な二つの出来事が起きました。3 日間で 2 人の配達員が交通事故で死亡し、祝日の

期間に起きたことだったので、テレビで大きなニュースになりました。 
全国の人々、そして台北市の人たちは突然、自分たちがよく利用している労働者が実は何

の補償もなく働いていることを知りました。プラットフォームは稼いでいる。レストランは

稼いでいる。しかし、配達員の労働者には何の保護もないとは信じがたいことでした。特に、

配達員は労働者ではないので、労働者災害補償もないのです。 
人々がこの問題に注目するようになり、政府と立法機関に何か手を打つよう非常に強い圧

力がかけられました。この一般の人々からの注目と圧力に応える形で、労働部はガイドライ

ンを出し、台北市は条例を制定しました。この件について詳しく説明する前に、現在の台湾

の雇用法では、労働者はどのような権利を持つことになるのか、その基本的構成をお見せし

たいと思います。台湾の現行の雇用法では、労働者は労働基準法と社会保障法に基づいて非

常に多くの権利を持っています。退職給付金、解雇手当、解雇からの保護、そして最も重要
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な労働時間の制限などです。労働者には、社会保障法に基づく年金や労働者災害補償もあり、

これも非常に重要です。 
あの悲劇、亡くなった人には労働者災害補償はありません。この二つの法律が適用されな

いからです。現行法制下では、労働部が行政の力で、労働契約の判定に関するガイダンスを

出しています。ご覧いただくとわかりますが、これは実はチェックボックスというか、チェ

ックリストのようなものです。チェックリストでは、従属性が三つに分類されています。個

人的従属性、組織的従属性、経済的従属性です。この三つの従属性は、労働者が使用者に従

属していることを証明するものですので、多くの人がよく知っていると思います。 
そういうことで、チェックリストがあり、労働部がこの指標をリストアップしています。

これは既に判例によって決まったものです。ガイダンスでは、指標の 50％以上にチェックが

入れば、裁判所で労働者と判断される可能性が高いとされています。労働部はこれを使って、

分類を正しくしなければならないことを労働者とプラットフォームに示しています。個人的

従属性の指標について、いくつか例を挙げます。労働時間が指示または管理の下にある。業

務の遂行方法が管理下にある。労働者が割り当てられた仕事を拒否することができない。こ

れらは非常にしっかりした指標です。 
経済的従属性の指標について、最も重要なのは誰が用具を提供しているかということだと

思います。バイク、配達バッグ、衣服、ヘルメットなどの用具が使用者から提供されている

のであれば、労働者である可能性は非常に高いです。組織的従属性については、特定の個人

に固定された定常業務日程やシフトがあるかどうかがチェックされます。こうしたものが、

労働部のガイダンスが明らかにしようとしている指標です。該当項目が 50％を超えていれ

ば、労働者と認められる可能性が高くなります。この指標はすべて、現時点での重要な判例

だからです。このガイダンスが出された一、二か月後には、プラットフォーム労働者、プラ

ットフォーム企業から非常に迅速な変化や対応が起きました。彼らは就業規則と労働契約を

大幅に変更しました。現在この契約は独立請負契約と呼ばれています。 
ガイダンスはあっても、この変更により、実質的に独立請負人に移行しようとしているの

です。非常に興味深い変化が見られます。例えば、計画的なシフトはなくなりました。プラ

ットフォームは、配達員が受けるか受けないかを決定できるように、割り当てられる仕事の

ルートを事前に明示します。今では配達員に拒否する権利があり、割り当てられた仕事が気

に入らなければ、下請けに出すことも認められています。そして最も重要なのは、プラット

フォームが配達員に、ロゴ入りの服の着用やロゴ入りの配達バッグの使用を義務付けなくな

ったことです。左の写真を見ていただきたいのですが、この配達員のヘルメットはフードパ

ンダのもので、配達バッグにはウーバーイーツ、バイクにはフードパンダとあります。 
現在のルールでは、進んで会社のロゴをつけた配達員は、仕事を受けるたびに割増の報酬

を受け取ります。ロゴをつけるのは義務ではなくなり、広告料が支払われるようになったの

です。これもガイダンスの表にある従属性要件への対応の一つです。プラットフォームは労
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働者全体を独立請負人として維持しようとしているのです。これがプラットフォームの対応

です。今、これは実に大きな変化をもたらしています。なぜなら、プラットフォーム労働者

の地位について行政上の訴えが起きており、プラットフォーム労働者が依存と従属という労

働者の地位から脱却しつつあることから、現時点では政府がまだプラットフォーム労働者は

独立請負人だと信じているからです。 
台北市で何が起きたかと言うと、台北市のガバナンス・自主規制条例です。台北市は地方

自治体ですから、労働および／または雇用法の改正という大がかりな変更に踏み込む権利は

ありませんが、実質的な法改正をしなくても今すぐにできることがあると台北市は考えてい

ます。そこで、台北市は条例を可決しました。この条例で、台北市は、労働者・非労働者の

二項対立論争をひとまず脇に置いて、労働者に緊急に必要なことは何かを検討しています。

二つの分野への対応が緊急に必要とされています。第一に、安全で健康的な労働条件です。

台北市で活動しているプラットフォームに対し、市が危険状況宣言を発した場合に就労や仕

事の割当てを禁止するといったことです。つまり、台風、洪水、地震が発生した危険状況下

では、仕事をしてはならないということです。 
また、プラットフォーム企業に対して義務的職業訓練の実施も要求しています。この訓練

は、法律では労働者のみが適用対象となっていますが、現在台北市では、独立請負人にも実

施しなければなりません。昨年の悲劇から、誰かの利益のために一生懸命働いているのに、

何もかも失ってしまい、労災保険金も受け取れないという人が非常に多いことがわかります。

そこで、台北市は、プラットフォームに民間保険加入費用の負担を義務付けました。この民

間保険では、医療費の支払いと災害補償を担保する必要があります。台北市は、少なくとも

市による取り組みが可能なレベルで、この二つのことを実行しようとしています。 
私の結論は、この問題はあまりにも新しいため、こうした取り組みは、台湾のプラットフ

ォーム労働者に適切な解決策をもたらす法的地位の明確化のほんの始まりに過ぎないという

ことです。10 年前には、これに関連する問題はそれほど多くはありませんでしたが、現在、

中央政府と地方政府は、なんらかの保護のために必要と思われるものを提供しようと努力し

ています。労働部は、労働者・非労働者の二項対立に立ち戻るのに役立つガイダンスを出し

ていますが、台北市は、それは良い方法だと考えていません。そこで、今必要とされている

ものを把握し、それを提供し、そうして最終的に雇用法が改正されるのを待つということな

のです。最終的な解決策はまだ議論中であり、プラットフォーム労働者にとって何が最善の

方法なのかを模索しているところです。まだまだ議論や研究が必要だと思います。 
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【座長のコメント】 

神吉知郁子 東京大学大学院 准教授 

 
これで予定されていた 5 名の研究報告が終了しました。研究発表と基調講演により、ほぼ

すべてのテーマが明確になりました。正直なところ、付け加えることは何もありません。最

後のスピーチは短ければ短いほど良さそうですから、簡潔にコメントを述べさせていただき

ます。 
取り上げられた国々の、雇用のデジタル化に伴って出現する状況や法的課題には、かなり

の共通点があると言えます。日本でも、法的状況はほぼ同じです。インドネシアの場合のよ

うに、デジタル化によって既存の労働者の置き換えが進む可能性もあります。しかし同時に、

新しい就業機会の増加もみられます。仕事の機会の柔軟性や細分化、アクセス性の向上が、

使用者だけでなく労働者にも歓迎されてきたことは否定できません。これは既に不可逆的な

現象であり、これからは中国のように、労働政策と産業政策の最適なバランスを模索しなが

ら対応していくしか選択肢はないでしょう。 
労働政策については、三つの問題がありそうです。第一の問題は、従来の労働者・非労働

者という二項対立に代わる法規制の枠組みをどのように構築し、労働保護の対象となる者を

どのように定めたらよいかです。二項対立を維持しながらもより柔軟性を持たせ、ある種の

従属型請負業者を含めたより広い範囲の人々に保護のパッケージを適用する方法もありえま

す。チェ先生が韓国の例を示してくださっているように、裁判所が現行法の解釈を通して保

護を拡大することも可能です。また、労働者や独立請負人という既存のカテゴリーに加えて、

立法によって第三のカテゴリーを新たに設け、この人たちに特別規制を適用する方法もあり

ます。台北市の条例も、そのような試みの一つと位置づけられます。 
もっとも、荒木先生が基調講演で指摘されたように、より重要なのは、どのような経過を

辿るかではなく、実現すべき保護の内容です。これが第二の問題ですが、5 件の研究報告か

ら、労災、労働時間、最低賃金の規制など、必要とされる保護の種類を描き出すことができ

ます。最も重要な保護は、働き手の生命の保護と言えるでしょう。実際、デジタル化はまず

配達サービスの分野で進んだため、交通事故や傷害の補償に焦点が当てられました。傷害に

対する保護が不十分であることは、そのまま生命への脅威につながります。しかしそうだと

しても、労働者災害補償の必要性は、各国の医療に関する社会保障制度と密接に関係してい

る問題です。この点、すべてのプラットフォーム労働者を含めた普遍的な医療制度を目指す

中国の取組みが有効かもしれません。一方、労働者であるか否かで補償の程度に差が生じる

国では、この問題はさらに複雑です。非労働者を対象とした民間保険の強制加入という台北

市の取り組みも有効かもしれません。フー先生は、危険な状況での就労の禁止や、職業訓練

と事故報告の義務化も、配達員と顧客の救済となったことを紹介してくださいました。 
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また、労働時間と賃金の問題は、労働者の生命・生活にとって間接的ではあるものの深刻

な脅威となります。過酷な過重労働は労働者の健康を害し、低賃金と相まって状況はさらに

悪化します。こうした基本的権利は、雇われている地位故のものではなく、生身の人間とし

て必要不可欠な基本的人権です。ワン先生が指摘されたように、ある種の従属型請負業者に

も社会的保護を適用する正当性の根拠と言えるでしょう。社会的分業体制の中で構築された

従属型請負のような働き方を考えれば、雇用であるか否かに焦点を当てた保護制度の適用判

断の有用性は後退していると言えます。 
第三の問題は、誰が保護を担うのかです。これは、労働者という概念だけでなく、他の当

事者の範囲にも関係する問題です。責任を負うのは労働契約を締結している使用者なのか、

それとも別の者なのか。また、なぜその人に責任を負わせるのか、その法的根拠も考えなけ

ればなりません。これは、ワン先生の表現を借りるなら、「インターネットの衣を着た従来型

の雇用」については、あまり気にすることはないかもしれません。しかし、チェ先生が指摘

されたように、労働者と使用者が明確な一対一の関係ではない事例も増えています。そのよ

うな場合、割増賃金を請求する相手や団体交渉の相手は誰で、労働者災害補償の保険料の支

払義務を負うのは誰なのでしょうか。 
そして、どのようにすれば、従来型の使用者でないプラットフォームに責任を負わせるこ

とができるのでしょうか。現行法の解釈によっては限界があるため、これは特別な立法が最

も必要とされる領域であるように思われます。さらに、デジタル化された従属性の高い労働

が社会に組み込まれ、この社会にとって必要不可欠なものになったときには、社会全体で責

任を負担することも考えなければならないかもしれません。市場における教育・訓練の機会

を増やし、社会保障制度の適用範囲を広げることも有用でしょう。 
最後に、これらの問題は、労働市場におけるすべての人の真の自律性を確保するための努

力の一環として取り組まれるべきであることを強調しておきたいと思います。台湾のフード

パンダの例は示唆に富んでいます。労働者の自由裁量が増えることで規制の対象から外れる

場合には、真の自律性が確保されているかが常に吟味されなければなりません。 
私たちの目標は、新たな分類によって新たな分断をもたらすことではなく、単に従属的な

働き手を保護することでもありません。労働法は、働き手が自らの弱い立場を克服するため

の支援をしなければならないのです。そのためには、集団的労使関係法を見直し、労働組合

の結成を推進し、団体交渉を強化することが鍵となるかもしれません。また、ソフトローに

よるアプローチや市場評価制度の活用も、その方向での有効な手段かもしれません。 
最後になりましたが、研究報告をしていただいた皆様、ありがとうございました。 
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【座長のコメント】 

森戸英幸  慶應義塾大学大学院 教授 

 
森戸英幸と申します。東京の慶應義塾大学法科大学院で労働法を教えています。本日の総

括セッションの座長を務めることができ大変光栄です。この後、ヨーロッパからのゲストの

お二人、カッサーレ博士とブロッケ博士がコメントをくださる予定です。私は手短にお話し

ます。 
実は私自身もこのセッションの参加者の皆様にたくさんのコメントや質問があるのです

が、遠慮することにしました。セッション 1 で高橋さんが提示された質問になんとしても答

えたいと思っている方がいらっしゃるでしょうし、神吉先生が今述べられたばかりの素晴ら

しいコメントに、質問やコメントがある方もいらっしゃるでしょうが、私に 5 分だけ時間を

ください。 
デジタル監視や電子監視、AI を活用した採用、インドからは非生産的職務行動の話など、

たくさんの興味深いテーマを伺いました。日本のクラウドワーク市場やシンガポールのフリ

ーランス市場でのジェンダーギャップの話も興味深いです。JILTP の次回のセミナーのテー

マとしてふさわしいかもしれません。しかし、残念ですが、こうした興味深いテーマをすべ

て取り上げることができません。最初に 3 名、すなわちヨーロッパからのお二人と、日本の

荒木先生が、議論の枠組みや問題点を明確にしてくださり、その後の発表で、各参加者がそ

の枠組みに当てはまる具体例を適切に示してくださいました。まとめると、ブロッケ博士の

3 ステップアプローチによれば、第 1 のステップは、表向きは自営業者、プラットフォーム

のギグワークのように見えるけれども、実際には使用者に従属し、単一の企業に依存してい

る。これは誤分類の問題です。誤分類については今日既に各国で議論されており、オースト

ラリア、韓国、日本、中国などでは、多くの興味深い裁判所の判決や行政委員会の決定が出

ているようです。もちろん、インドや、今伺った、悲劇的な交通事故が引き金になったとい

う台湾でも、おそらく議論されているのかもしれません。 
この第 1 のステップでは、まず、各国の法律に基づいて正しく分類すべきであり、こうし

た人たちに裁判所の基準や政府のガイドラインに関する正しい情報を提供して、裁判所に行

きやすくしたり、労働組合にアクセスしやすくしたりしなければなりません。労働組合自体

も人々を組織化しようとしなければなりません。 
第 2 のステップはグレーゾーン問題です。この問題は荒木先生が既に論じていらっしゃい

ますので割愛しますが、荒木先生がご説明されたように、この問題に取り組むためには、4 つ

の選択肢、4 つのアプローチがあります。 
そして第 3 のステップとして、モノプソニーの問題があります。労働法の問題とは少しか

け離れているかもしれません。もちろん中小企業は既に過去からありましたが、IT 技術や AI
ベースの技術は、ビジネスを立ち上げるのをより容易にしました。しかし中小事業者も誰か
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に従属し、誰かに依存しているのです。本日の発表で注意を引いたのは団体交渉でした。オ

ーストラリア、フィリピン、韓国の各参加者の発表では、団体交渉の重要性が繰り返し強調

されていました。 
そしてもう一つ、これが最後のコメントになると思います。私が議論のために提起したい

ことの一つは、先ほど神吉先生が少しお話になったと思いますが、新たな政策を何によって、

どのように実施するかということです。状況は刻々と変化していますので、対応はスピーデ

ィーで柔軟でなければならないからです。カッサーレ博士がビデオで指摘されていたとおり

です。おそらくこの問題に取り組むための主なツールは法律ということになるでしょう。し

かし、他にも行政指針やソフトロー、行動規範などのアプローチがあります。本日の報告か

ら判断すると、中国は主に行政指導を介してこのプログラムに取り組んでいると思いますし、

台湾の台北市ではこの問題について市の条例が施行されたというお話を聞いたばかりです。 
一方、インドネシアではオムニバス法です。この問題に取り組むために、新たな法律を制

定したわけです。メリットとデメリット、両方があると思います。こういった状況をさらに

比較すべきなのかもしれません。さて、もっとお話したいのですが、もう時間がなさそうで

す。ヨーロッパのゲストに演壇を譲るべきですね。参加者リストの順番で、それではブロッ

ケ博士、朝のヨーロッパからコメントをお願いします。 
 
 

【パネリストのコメント】 

ステイン・ブロッケ OECD 雇用・労働・社会問題局 シニア・エコノミスト 

 
皆様、こんにちは。このセミナーは非常に興味深いです。論文の質が非常に高いと思いま

す。直接お会いすることができないことはとても残念ですが、労働政策研修・研修機構がこ

れらの論文をまとめて私たちと共有しようとされたご尽力には本当に感謝しています。この

セミナーでは非常に多くの興味深い事例が共有されたと思いますので、私もぜひ同僚と共有

したいと思います。 
伺ったところによりますと、アジアの多くの国はこれらの労働者をどうするかについて非

常に先進的な考えを持っており、大変積極的に考えていると思います。多くの場合、他の多

くの OECD 加盟国や OECD 非加盟国よりも進んでいると思います。ですから、私たちも間

違いなく皆さんの経験から学ぶことができると思いますし、その経験を私がよく話をする機

会のある他の国々とも共有していきたいと思っています。本日の発表には多くの共通点があ

ったと思います。多くの国が不安定な新しい労働形態の台頭に取り組んでいることは明らか

です。オーストラリアでは、パートタイムの不安定な仕事に頼る人が増えているという話を

聞きました。こうした仕事は質の悪い仕事であることが多いのです。例えばインドではタク
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シー運転手の例を見ましたが、少ない収入、長時間労働、恣意的な人権侵害、組織化の妨げ

に苦しんでいました。 
シンガポールでも同様です。大卒の人たちが低賃金の仕事に就き、不完全活用状態で、人

的資源が浪費されています。ほぼすべての発表で共通の脅威となっていたのは、分類の問題

だったと思います。森戸先生には私の発表を見事にまとめていただき、本当にありがとうご

ざいました。分類の問題は、多くの国が取り組んでいる大きな問題だと思います。インドネ

シアのゴジェックのドライバーの例、韓国の例を見ましたが、労働者に分類される者とそう

でない者がいることがわかりました。こうした労働者をめぐる裁判はさまざま方向に進んで

いるということであり、こうした労働者を分類することの難しさを示しています。労働者の

分類がすべて難しいわけではありませんが、以前からずっと分類しにくかったグレーゾーン

があり、それは今後もずっと続いていくことでしょう。 
二、三の発表の中に非常に興味深いポイントが二つありました。例えば、日本とシンガポ

ールの発表は、私たちが取り組んでいるのがいかに不均質な労働者のグループであるかを示

していました。すべての労働者に同じ政策を当てはめるのではなく、政策立案者がしっかり

と政策を考えることが非常に重要です。プラットフォーム労働者の中には起業家として大成

功している人もいます。少数派だと思いますが、そうした人も存在しているわけですから、

すべての労働者に適用されるような一般化しすぎた法律や規制は危険だと思います。弱い立

場の労働者について考える必要があると思います。私は自分の講演で、脆弱性の原因をどの

ように特定するかを強調しました。 
しかし、別の発表、中国からの発表は、労働プラットフォームも、労働者に対する管理の

度合いが様々で非常に多様であることを示していました。これまでに見てきたすべての発表

から明らかなのは、何か手を打たなければならないという緊急性です。労働プラットフォー

ムが急成長していることはわかっています。フィリピンの例は信じられません。150 万人の

デジタル・プラットフォーム労働者がいるのです。つまり、割合的には小さなグループの労

働者のことを論じているのかもしれませんが、絶対数で言えば、実際には多くの労働者が脆

弱な労働条件に置かれているということです。また、これまであまり聞いたことがないよう

なことも耳にするようになってきました。人工知能の台頭によって、現在浸透しつつあるこ

の新しい技術を取り巻く倫理的な問題についても、今後ますます耳に入るようになると思い

ます。 
オーストラリアでは監視技術の話がありました。人工知能を活用した採用に関する韓国の

論文は興味深い内容でした。これについては OECD でもこれからさらに調査を進めます。つ

まり、身体反応の検出、脳活動の分析、パフォーマンスの予測の例です。こうした例にはわ

くわくさせられますが、その一方で、本当にとても怖いものであり、規制が必要です。もち

ろん、人間が常に採用に長けていると言っているわけではありませんが、私たちが直面して

いる課題のすべてに人工知能が解決策を提供してくれるわけではないということも認識して
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おく必要があります。今日ではあまり話題にならなくなったかもしれませんが、大きな問題

として残っているのが自動化の問題です。インドネシアでは、自動化の大きなリスクを目の

当たりにしました。自動化は必ず起こるとは限りません。技術が存在するので、自動化は理

論的には起こり得るものですが、実際にはまだ多くの障壁があります。 
しかし、そのリスクは非常に大きいのです。私たちは過去に自動化が起きるのを見てきま

した。自動化それ自体は悪いことではありませんが、影響を受ける労働者が新たに現れるも

っと良い仕事に移行するための支援や、その移行を助ける社会的保護を受けられるようにす

る必要があります。労働者には、こうした新たな機会への移行に必要なスキルと職業訓練が

与えられます。最後に、あまり聞いたことがないかもしれませんが、本当に重要な問題だと

思うことは、森戸先生も総括コメントの中で強調していらっしゃいましたが、モノプソニー

の問題です。 
労働者の分類を重視して議論してきましたが、おそらく今回あまり語られなかった問題の

一つが、不平等な交渉力の問題です。多くの労働者、多くのプラットフォーム労働者は、実

際には外部選択肢をほとんど持っていません。あちらの方が給料がいい、労働条件がいいか

ら別の仕事に移ります、とは簡単には言えないのです。交渉することができません。自営業

者で団体交渉の権利さえなければ、当然交渉はさらに困難になります。不平等な交渉力は、

労働市場において、競争市場における実際の報酬や労働条件以下の報酬や労働条件に直面す

る状況につながると思います。 
ここに競争的に機能していない市場の競争という問題点があり、介入して労働者のために

市場をより良く機能させる必要があります。労働市場における労働者の流動性を向上させる

のです。労働者のスキルを向上させ、外部選択肢を改善するだけでなく、プラットフォーム

や使用者による反競争的な慣行にも取り組む必要があります。森戸先生のおっしゃるとおり、

これは労働分野を超えて、競争政策にまで及んでいます。 
政策面でも、本日は興味深い例をたくさん耳にしました。お互いに学ぶ余地はあると思い

ますし、簡単な解決策はないと思います。しかし、多くの国が既になんらかの解決策を見つ

けており、何がうまくいき、何がうまくいかないのか、ベストプラクティスを共有すること

が必要だと思います。労働規制を適応させる必要があります。例えば、中国やシンガポール

では、特定の部分を切り取り、新しい働き方に合わせて適用している例を聞きました。中国

については、労働安全衛生の問題も出てきたと思います。私たちは創造的に考える必要があ

ります。特にこのグレーゾーンについては、労働規制全体をグレーゾーンの労働者に拡大適

用することは必ずしも可能ではありませんが、一部の労働規制は適用することができると思

います。多くの国、OECD 加盟国が既に行っていること、またはいくつかの OECD 加盟国

が既に行っていることに、こうした労働者への団体交渉の拡大があります。私の考えでは、

団体交渉は特定の職業や特定のセクターの労働者のみを対象とした解決策を考え出すための
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非常に柔軟なツールになっていると思います。ですから、団体交渉は奨励されるべきだと思

います。 
オーストラリアではこうした労働者について団体交渉が推進されており、中国でもプラッ

トフォーム労働者の交渉力の低さの例を見ました。どうすれば、こうした労働者が賃金や労

働条件を団体交渉できるよう、交渉力を拡大することができるのか考えてみましょう。もう

一つの問題はスキルです。プラットフォーム経済はスキルを提供していると思うのですが、

労働者が機会をつかむために適切なスキルを必要としているフィリピンの例は非常に興味深

いです。しかし、この労働者たちが自己のスキルに投資し続け、生涯学習に参加し続けるよ

うにすることも課題であると思います。おそらく従来のプログラムや訓練プログラムでは不

十分でしょう。こうしたプログラムは、使用者が労働者に投資するために政府が使用者に給

付する補助金によることが多いです。この場合、こうしたプログラムではうまくいくとは限

らないので、どのようにしたら良いかを創造的に考える必要があります。 
一つの選択肢として、フランスにあるような職業訓練個人口座があります。これは簡単に

実施できるものではありませんが、興味深い例です。新型コロナウイルス感染拡大は、これ

らの労働者の多くがいかに弱い立場で、社会的保護が少ないかを露呈させたと思います。現

在、多くの OECD 加盟国が、こうした労働者を保護するために介入し、緊急措置を講じてい

ます。OECD では調査を行いました。この調査から、労働者の所得保護の施策を講じたプラ

ットフォームがあったことがわかりました。そして、このことがはっきりと示しているのは、

こうした労働者のための社会的保護を中心とした持続可能な解決策を考える必要があるとい

うことです。今韓国では、少なくとも韓国紙では、ベーシックインカムについての議論が行

われています、これは解決策になるかもしれませんが、私の考えでは、ベーシックインカム

については少し時期尚早かもしれません。しかし、社会的保護をどのように労働者に拡大す

べきかを考えることは間違いなく非常に重要な議論です。このコロナ危機を既に経験してき

ているのですから、ある意味では遅すぎたのかもしれません。 
新型コロナウイルス感染拡大は、いくつかの課題を浮き彫りにしましたが、潜在力もある

と思います。中国からは、危機の間にプラットフォーム経済でどれだけの雇用が創出された

かを聞きました。550 万人の雇用を創出したのでした。これは非常に大きな潜在力を秘めて

いますが、良い労働機会、良い労働条件、良い賃金をもたらす雇用を創出するように注意す

る必要があります。何がうまくいき、何がうまくいかないのかがわかっていることもあると

思いますから、今こそまさに行動を起こすべきだと思います。私たちは研究を続けることが

できます。何が可能かを考え続けることもできますが、私たちはこの問題に取り組んだ好例

をすでに共有しているのですから、こうした労働者の権利と保護の強化に着手する時期に来

ていると思います。 
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ジュゼッペ・カッサーレ 国際労働法社会保障法学会（ISLSSL）事務局長 

 
新型コロナウイルス感染症に阻まれることなく、私たちは、特に労働法の分野において、

アイデア、意見、経験の交換を続けていくべきだと考えていますので、これは非常に重要な

セミナーです。国際労働法社会保障法学会事務局長として、労働政策研究・研修機構が再び

セミナーを開催できたことをとても嬉しく思います。 
これまでのお話には私も全面的に賛同します。今後の規制の選択肢についてはどうでしょ

うか。ILO から見て、大きな懸念が二つあります。まず、これらのデジタル労働プラットフ

ォームと広義の人工知能は必然的に基本的権利の侵害をもたらす可能性があるということで

す。この場合の基本的権利とは、ILO による 98 年宣言に明記されている労働における基本

原則及び権利のことです。 
特に、今この社会で何が起きているのか見て回るだけで十分です。デジタル労働プラット

フォームが必然的にますます多くの格差をもたらしていることがわかります。では、異なる

カテゴリーの労働者間の格差を最小限に抑えるにはどうすればよいのでしょうか。世界のさ

まざまな地域で、さまざまな対応がなされてきました。アジアでも統一的な取り組みはあり

ません。アジアの中でも取り組みは異なっており、もちろんそれぞれの国のニーズに対応し

たものなのです。しかし、欧州連合（EU）の経験を見てみると、欧州委員会が既に承認して

おり、近い将来欧州委員会で承認されようとしている新指令の下、各国の労働法制の新たな

調和と思えるような方向で前進していると言えるかもしれません。 
そして、その主要分野はというと、私も午前中のビデオ講演で言及していますが、ブロッ

ケ博士がおっしゃったように、雇用の誤分類に取り組むことです。これが鍵だと思います。

この取り組みは、各国間での待遇の調和を図るために、各国レベルだけでなく、地域レベル

でも行われなければなりません。 
二つ目は、結社の自由の原則と団体交渉権が確実に尊重され、適用されるよう保証するこ

とです。そうしなければ、デジタル労働プラットフォームを中心に働く全く新しい世代を失

うことになります。しかし、遅すぎるということはありません。ですから、私たちは可能な

限り介入し、最低賃金などを適用することも可能であるかもしれません。最低賃金は EU レ

ベルでも激しい議論の的になってきました。そして、新たな文書が出され、翻訳を待ってい

ます。各国レベルでは、待ち望まれていた最善の解決策ではありません。しかし、少なくと

もそこにはメッセージがあります、最低賃金が特に保護を必要としている人々に適用されよ

うとしていることを示唆するシグナルがあります。 
そして、消費者の関与です。これも考慮しなければならない重要なメッセージだと思いま

す。もし、いわゆる自転車配達員を実際に利用している消費者が、こうした人たちの労働条

件や雇用条件といったものがどうなっているのかを気にかけているのならば。健康と安全は

既にいくつかの論文で論じられていますが、これは、個々のプラットフォーム全体のすべて
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の健康と安全の問題を将来の社会が確実に対象とするようにするために必要不可欠な要素に

なるでしょう。そして、最後になりますがブロッケ博士が既に言及された重要なことは、社

会保障制度革命という表現は使いたくありませんが、間違いなく、国の保障、社会保障制度

の全面的改革が必要です。なぜでしょうか。労働契約の種類に関係なく、あらゆる雇用形態

の労働者を可能な限りカバーする必要があるからです。 
これは既に国際レベルで議論されている重大な問題であることは承知しています。ILO に

は雇用関係に関する勧告があり、自営業・自律的労働者であっても従属型労働者であっても、

適用すべき基準、必要とされる社会保障を初めて設計しようとしました。私はこれを主要判

断基準と呼びます。少なくとも ILO は、実際には労働者でありながら法律では保護されてい

ないすべての人たちをカバーするために、新たな社会保障制度を考え、再編成すべきだと考

えています。 
  

海外労働情報 21労03

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－156－ 

 

参 加 者 

 
Ⅰ 基調講演者 
１． ステイン・ブロッケ OECD 雇用・労働・社会問題局 シニア・エコノミスト 

２． ジュゼッペ・カッサーレ 国際労働法社会保障法学会（ISLSSL）事務局長 

３． 荒木尚志 東京大学大学院 教授 

 
Ⅱ 研究報告者 
１． アリソン・ペニントン（オーストラリア） オーストラリア研究所 未来の仕事センター シ

ニア・エコノミスト 

２． スーリヤ・プラカシュ・パティ（インド） インド経営大学院コジコデ校 助教授 

３． 西村 純（日本） 労働政策研究・研修機構 副主任研究員 

４． ジュワン・ヤン（韓国） 韓国外国語大学校経営学部 助教授 

５． シェリル・ルース・ソリアーノ（フィリピン） デ・ラ・サール大学教養学部コミュニケー

ション科 教授 

６． ルーベン・ンー（シンガポール） シンガポール大学リー・クアンユー公共政策大学院助教

授 

７． ティエン・ヤン（中国） 北京大学法科大学院 助教授 

８． ティエンユー・ワン（中国） 中国社会科学院法学研究所 准教授 

９． イク・ファリーダ（インドネシア） ファリーダ法律事務所 所長 

10. ソックァン・チェ（韓国） 国立ソウル大学校法学部 助教授 

11. ボーシャン・フー（台湾） 国立台北大学法学部 助教授 

 
Ⅲ 日本人研究者 
１． 森戸英幸  慶應義塾大学大学院 教授 

２． 神吉知郁子 東京大学大学院 准教授 

 
Ⅳ JILPT 参加者 
１． 樋口 美雄 理事長 

２． 濱口 桂一郎 所長 

３． 天瀬 光二 副所長 

４． 高橋 康二 副主任研究員  
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第 4 回国際比較労働政策セミナー 
「デジタル時代における仕事の世界の変容 

―新しい働き方と労働政策の役割―」 
 

プログラム（オンライン） 

 
2020 年 11 月 9 日 
   
  【開会挨拶・基調講演】 
14:00－14:10 開会挨拶（樋口美雄 JILPT 理事長） 
14:10－14:15 セミナーの概要説明（天瀬光二 JILPT 副所長） 
   
14:15－14:30 基調講演 ステイン・ブロッケ OECD シニア・エコノミスト 
14:30－14:45 基調講演 ジュゼッペ・カッサーレ ISLSSL 事務局長 
14:45－15:00 基調講演 荒木尚志 東京大学大学院教授 
   
  【セッション１：デジタル化の進展と雇用・労働への影響】 
   座長：高橋康二 JILPT 副主任研究員 
15:00－15:10 報告①：アリソン・ペニントン（オーストラリア） 
  「オーストラリアにおける技術、仕事及び労働の未来」 
15:10－15:20 報告②：スーリヤ・プラカシュ・パティ（インド） 
 「インドにおけるプラットフォーム型配車サービスのタクシー運転手の非

生産的な職務行動: 人権の観点から」 
15:20－15:30 報告③：西村 純（日本） 
 「クラウドワーカーの労働条件：仕事内容によって労働条件はどう異なる

か」 
15:30－15:40 報告④：ジュワン・ヤン（韓国） 
  「人口知能に基づく採用：雇用市場の反応に関する予備的研究」 
15:40－15:50 報告⑤：シェリル・ルース・ソリアーノ（フィリピン） 
  「フィリピンのデジタル労働：新たな形態、課題及び政策的示唆」 
15:50－16:00 報告⑥：ルーベン・ンー（シンガポール） 
  「ギグエコノミーにおける大卒フリーランス労働者の疎外化」 
16:00－16:10 座長のコメント 高橋康二 JILPT 副主任研究員 
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16:10－16:20 休憩 
  【セッション２：デジタル化に対応した労働法政策】 
   座長：神吉知郁子 東京大学大学院准教授 
16:20－16:30 報告⑦：ティエン・ヤン（中国） 
  「中国における雇用法のデジタル化？」 
16:30－16:40 報告⑧：ティエンユー・ワン（中国） 

「中国におけるインターネット・プラットフォーム労働：その台頭、論争

及び政策動向」 
16:40－16:50 報告⑨：イク・ファリーダ（インドネシア） 
  「インドネシアにおける労働法の法的枠組みに関する最近の動向」 
16:50－17:00 報告⑩：ソックァン・チェ（韓国） 
 「より良い機会か、拡大した搾取工場か？―韓国におけるデジタル化時代

の労働法と政策―」 
17:00－17:10 報告⑪：ボーシャン・フー（台湾） 
 「台湾におけるデリバリー・プラットフォーム労働者の権利と利益に関す

る現代的課題と政府の対応：台湾労働部の 2019 年ガイダンス及び台北市

の 2019 年条例」 
17:10－17:20 座長のコメント 神吉知郁子 東京大学大学院准教授 
   

【総括セッション】 
17:20－18:00 総括討論 

座長：森戸英幸  慶應義塾大学大学院教授 
  パネリスト： 

ステイン・ブロッケ OECD シニア・エコノミスト 
ジュゼッペ・カッサーレ ISLSSL 事務局長 
荒木尚志 東京大学大学院 教授 

 
18:00  閉会 
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